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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成18年11月 平成19年11月 平成20年11月 平成21年11月 平成22年11月

売上高 (百万円) 16,933 27,835 22,048 15,984 12,903

経常利益 (百万円) 3,827 5,560 1,960 192 1,265

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 1,933 3,206 △4,522 1,506 1,103

純資産額 (百万円) 6,414 16,479 11,578 13,082 14,432

総資産額 (百万円) 69,574 83,936 88,117 80,113 69,834

１株当たり純資産額 (円) 304,239.46124,630.8086,904.4198,192.21104,362.09

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 97,033.5928,158.87△34,056.7211,310.238,232.16

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― 27,484.44 ─ ─ 8,219.72

自己資本比率 (％) 9.2 19.6 13.1 16.3 20.7

自己資本利益率 (％) 42.0 28.0 △32.2 12.2 8.0

株価収益率 (倍) ― 5.0 ─ 2.1 3.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,621 5,164 △13,533 3,551 7,577

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △14,884 △9,871 △2,287 2,221 4,091

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 20,769 11,956 7,546 △7,697 △10,540

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 6,246 13,495 5,217 3,283 4,409

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
66
(13)

79
(13)

86
(12)

75
(13)

75
(14)
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(注) １　売上高に消費税等は含まれておりません。

２　第25期の連結財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、また第26期及び第27期の連結

財務諸表につきましては金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受け

ております。

３　第28期及び第29期の連結財務諸表につきましては金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法

人だいちの監査を受けております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第25期は新株予約権の残高がありますが、第25期の当

社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

５　第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。又、第28期の潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、新株予約権の残高はありますが、

希薄化効果がありませんので、記載を省略しております。

６　第27期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

７　第25期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

８　従業員数は就業人員数であり、平均臨時雇用者数は(　)内に外書きで記載しております。

９　第25期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(平成17年12月９日　企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。

10　当社は、平成19年２月26日付で株式１株につき５株の分割を行っております。

11　当社の連結財務諸表に掲載される科目その他の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、第28

期より百万円単位をもって記載することに変更いたしました。なお、比較を容易にするため第25期から第27期

の金額についても百万円単位に組替えて表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成18年11月 平成19年11月 平成20年11月 平成21年11月 平成22年11月

売上高 (百万円) 16,543 27,018 21,010 14,530 10,294

経常利益 (百万円) 3,946 5,644 2,189 506 1,552

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 2,060 3,330 △4,671 1,074 1,327

資本金 (百万円) 958 4,465 4,466 4,466 4,537

発行済株式総数 (株) 21,085 132,225 133,225 133,225 138,254

純資産額 (百万円) 6,542 16,731 11,681 12,752 14,216

総資産額 (百万円) 63,995 75,283 72,177 58,967 51,713

１株当たり純資産額 (円) 310,288.40126,534.2087,672.9395,717.16102,796.80

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5,500.00
(―)

3,000.00
(―)

―
(―)

―
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 103,435.4229,248.89△35,181.048,066.669,904.88

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― 28,548.36 ─ ─ 9,889.91

自己資本比率 (％) 10.2 22.3 16.2 21.6 27.5

自己資本利益率 (％) 44.1 28.6 △32.9 8.8 9.8

株価収益率 (倍) ― 4.8 ─ 3.0 2.9

配当性向 (％) 5.3 10.3 ─ ― ─

従業員数
（外、平均臨時
雇用者数）

 
(人)

49
(―)

65
(―)

70
(―)

60
(―)

60
(―)
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(注) １　売上高に消費税等は含まれておりません。

２　第25期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、また第26期及び第27期の財務諸表

につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けており

ます。

３　第28期及び第29期の財務諸表につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人だ

いちの監査を受けております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第25期は新株予約権の残高がありますが、第25期まで

の当社株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

５　第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。又、第28期の潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、新株予約権の残高はありますが、

希薄化効果がありませんので、記載を省略しております。

６　第27期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

７　第25期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

８　従業員数は就業人員数であります。

９　第25期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(平成17年12月９日　企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。

10　当社は、平成19年２月26日付で株式１株につき５株の分割を行っております。

11　当社の財務諸表に掲載される科目その他の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、第28期よ

り百万円単位をもって記載することに変更いたしました。なお、比較を容易にするため第25期から第27期の金

額についても百万円単位に組替えて表示しております。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

昭和57年12月 大阪市東淀川区東中島一丁目において資本金250万円にてサムティ開発株式会社(現 当社)を設立

　 不動産の売買・賃貸・管理業を開始

昭和58年１月 宅地建物取引業者として、大阪府知事免許を取得

　 分譲マンションの販売受託を開始

昭和59年10月 投資用マンションの一棟販売を開始

平成３年５月 ファミリー向け分譲マンションの販売を開始

平成11年３月 一級建築士事務所として、大阪府知事登録

平成13年５月 投資用分譲マンション「サムティ」シリーズの販売を開始

平成14年９月 不動産流動化事業を開始し近畿財務局受付第１号となる不動産証券化を実施

平成16年４月 関西特化型不動産ファンド「サムティ・レジデンシャル・ファンド」を組成

平成17年３月 不動産ファンド向け賃貸マンション「S-RESIDENCE」シリーズの開始

平成17年６月 商号をサムティ株式会社に変更

平成17年７月 賃貸用不動産の取得のため、特別目的会社として有限会社エス・ロジスティックス(現 連結子会社)

を設立

平成18年１月 賃貸用不動産の取得のため、特別目的会社として有限会社新大阪センタービル(現 連結子会社)及び

有限会社彦根エス・シー(現 連結子会社)を設立

平成18年８月 ビジネスホテルを保有・運営する株式会社サン・トーア(現 連結子会社)の株式を取得

平成18年11月 キャピタランド・ジャパン株式会社と共同投資事業契約を締結

平成18年12月 賃貸用不動産の取得のため、特別目的会社として合同会社船場ＩＳビル(現 連結子会社)を設立

平成19年７月 大阪証券取引所　ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」(現 大阪証券取引所　JASDAQ(ス

タンダード))上場

平成19年12月 開発用不動産の取得のため、特別目的会社としてコリーナ和泉合同会社（現　連結子会社）を設立

平成20年１月

平成23年２月

賃貸用不動産の取得のため、特別目的会社として合同会社SL Department（現 連結子会社）を設立

東京都中央区に東京支店を開設

宅地建物取引業者として、国土交通大臣免許を取得
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社13社により構成されており、主に大阪、京都、神戸を中心とした関西

エリアにおいて収益不動産等の企画開発・再生・販売、ファミリー向け分譲マンション・投資用マンショ

ンの企画開発・販売を行う「不動産事業」、マンション・オフィスビル等の賃貸及び管理を行う「不動産

賃貸事業」及びホテル運営等を行う「その他の事業」を行っております。なお、連結子会社のうち12社は、

当社が不動産事業及び不動産賃貸事業を行うプロセスにおいて、土地・建物及び信託受益権を取得・保有

・開発するスキームに関連して設立した特別目的会社、一般社団法人であります。

当社グループの事業の特徴としましては、当社の建築士による、デザイン・コスト管理・施工監理等の企

画開発力と、保有不動産の賃貸によるプロパティマネジャーとしてのノウハウの蓄積にあります。これら企

画開発力とプロパティマネジメント力を活用することにより、事業用地の取得から、マンション・商業施設

等の企画開発、入居募集等を行い、賃料収入の獲得を目的とした収益不動産を開発しております。

また、設計業務、建築工事、分譲マンション販売及び不動産流動化に関するアレンジ業務等については、そ

れぞれ設計事務所、建設会社、販売会社及びアレンジャー等に外注・業務委託を行うことにより、事業拡大

に伴う固定的なコストの抑制を図っております。

当社グループの事業の内容は以下のとおりであり、マンションや商業施設等の開発及び不動産の賃貸等

を通じて、不動産投資信託(J-REIT)、不動産投資ファンド、一般事業法人、個人投資家及びマンション購入者

といった幅広い顧客・ニーズに対して商品・サービスの提供を行っております。

なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更内容については「第５　経

理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりでありま

す。

また、事業の種類別セグメントは、次のとおりであります。

　
(1) 不動産事業

①　投資分譲

当社が事業用地を取得し、賃料収入の獲得を目的とした投資用マンションの企画開発を行い、これら

のマンションは投資用マンションとして、販売会社を通じて個人投資家等に分譲販売されます。当社

は、事業エリアにおいて販売実績のある販売会社とのネットワークを構築し、企画開発の段階から販売

会社と協議を行うことにより、販売会社、顧客のニーズにあった物件を供給しております。

　
②　住宅分譲

当社が事業用地を取得し、物件の立地・購入層のライフスタイルなどを考慮し、主にファミリー層の

第一次取得者を対象とした分譲マンションの企画開発を行っております。販売に関しては、販売会社へ

業務委託することにより、固定的な販売コストの抑制を図るとともに機動的かつ弾力的な販売展開の

できる体制を構築しております。また、事業機会のある場合は宅地及び戸建分譲を行う場合もありま

す。

　
③　ソリューション

当社が事業用地を取得し、自社ブランドである賃貸マンション「S-RESIDENCE」シリーズの企画開発

及び建物の経年劣化等の理由により収益性が低下している中古不動産を取得しております。当社が、開

発及び取得した中古不動産について、入居者募集だけでなく、当社ノウハウを駆使し、設備改修による

物件のグレードアップ、稼働率の向上等を図り、不動産の保有期間中の収益の確保につとめ、最終的に

は、投資物件として外部投資家等へ販売することによる売却益を目的としております。

　
(事業会社)　当社、合同会社船場ＩＳビル、一般社団法人プロジェクト・アイ、コリーナ和泉合同会社、

一般社団法人TSMフォーティワン、合同会社SL　Department、一般社団法人SL　Company１

　

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

  7/122



　

(2) 不動産賃貸事業

当社グループは、マンション、オフィスビル、商業施設、物流施設、ホテル、駐車場等を一棟または区分所

有により保有しており、入居者及びテナントに賃貸しております。賃貸収入の増加を目的として、収益不

動産を継続的に取得しておりますが、大型の収益不動産の取得・保有については、特別目的会社を活用し

たスキームにより行っております。

また、収益不動産の所有者から当社がマンション等を賃借してエンドテナントへ転貸するサブリース

や、家賃回収、契約の管理及び建物管理等の受託業務を行っております。

　
(事業会社)　当社、有限会社エス・ロジスティックス、有限会社新大阪センタービル、有限会社彦根エス

・シー、一般社団法人プロジェクト・ビィー、一般社団法人エス・エス・シー、一般社団

法人プロジェクト・エイチ、株式会社サン・トーア

　
(3) その他の事業

当社グループは「センターホテル東京」及び「センターホテル大阪」の２棟のビジネスホテルを所有

・運営しております。株式会社サン・トーアがビジネスホテル２棟を所有、運営を行っております。

　
(事業会社)　株式会社サン・トーア
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〔事業系統図〕

　

（注）株式会社サン・トーアを除く連結子会社については、当社グループが不動産流動化事業及び不動産賃貸事業を

      行うプロセスにおいて、土地・建物及び信託受益権を取得・保有・開発するスキームに関連して設立した特別

      目的会社、一般社団法人及び特別目的会社を営業者とする匿名組合であります。

　

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

  9/122



　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

有限会社エス・ロジスティック

ス(注)２
東京都港区 3

不動産賃貸

事業
―

当社がアセットマネジメン

ト業務を受託

当社が300百万円、匿名組合

出資

金融機関からの借入金390百

万円に対して当社が債務保

証

有限会社新大阪センタービル

(注)２
大阪市淀川区 3

不動産賃貸

事業
―

当社がアセットマネジメン

ト業務を受託

当社が160百万円、匿名組合

出資

有限会社彦根エス・シー

(注)２、５
大阪市淀川区 3

不動産賃貸

事業
―

役員の兼任１名 

当社が開発業務を受託

当社が資金1,617百万円を貸

付

金融機関からの借入金4,733

百万円に対して当社が債務

保証

合同会社船場ＩＳビル(注)２ 東京都港区 1 不動産事業 ─

当社がアセットマネジメン

ト業務を受託、当社が950百

万円、匿名組合出資

株式会社サン・トーア 大阪市中央区 50その他の事業 100.0

役員の兼任　１名

金融機関からの借入金858百

万円に対して当社が債務保

証

一般社団法人

プロジェクト・ビィー(注)２
東京都港区 ―

不動産賃貸

事業
―

当社が4.1百万円、基金を出

資

一般社団法人

エス・エス・シー(注)２
大阪市淀川区 ―

不動産賃貸

事業
― 当社が５百万円、基金を出資

一般社団法人

プロジェクト・エイチ(注)２
大阪市淀川区 ―

不動産賃貸

事業
― 当社が５百万円、基金を出資

一般社団法人

プロジェクト・アイ(注)２
東京都港区 ― 不動産事業 ― 当社が６百万円、基金を出資

コリーナ和泉合同会社

(注)２、６
東京都港区 1 不動産事業 ―

当社が開発を受託、当社が資

金1,500百万円を貸付

金融機関からの借入金3,792

百万円に対して当社が債務

保証

一般社団法人

ＴＳＭフォーティーワン(注)２
東京都港区 5 不動産事業 ─ 当社が２百万円、基金を出資

合同会社ＳＬ　Ｄｅｐａｒｔｍｅ

ｎｔ(注)２
大阪市淀川区 1 不動産事業 50.0

当社が１百万円、出資

当社が資金310百万円を貸

付、

 

当社が不動産を取得

一般社団法人ＳＬ　Ｃｏｍｐａｎ

ｙ１(注)２
大阪市淀川区 3 不動産事業 50.0

当社が1.5百万円の基金を出

資

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　持分は、100分の50未満でありますが、実質的な影響力を有しているため子会社としております。

３　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　特定子会社に該当する会社はありません。

５　債務超過会社で債務超過額は、平成22年11月末時点で、1,045百万円となっております。

６　コリーナ和泉合同会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

　 主要な損益情報等 ①売上高 1,433百万円

　 　 ②経常利益 △88百万円

　 　 ③当期純利益 △88百万円

　 　 ④純資産額 △711百万円

　 　 ⑤総資産額 5,154百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年11月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産事業 15　(―)

不動産賃貸事業 19　(―)

その他の事業 　14　(14)

全社(共通) 27　(―)

合計 75　(14)

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員、アルバイト)は、最近１年間の平均人員

数を(　)内に外書きで記載しております。

２　全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

　

（2）提出会社の状況

平成22年11月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

60 36.2 5.7 5,452,054

(注) １　従業員数は就業人員数であります。なお、臨時雇用者はおりません。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

 11/122



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業を中心に企業収益が改善するなど、一部で回復の兆しが

見られましたが、海外景気の下振れ懸念や為替変動、デフレの影響など、先行き不透明感の拭えない状況

が続いております。

　当社グループの属する不動産業界におきましては、オフィスビル等の賃料水準の下落等、なお厳しさは

残るものの、資金調達環境の改善を受けて物件取得が再開されるなど、金融及び事業環境に改善の兆しが

見られました。

　このような事業環境下におきまして、当社グループは、安定的ストックビジネスである不動産賃貸事業

を中心とする一方で、当社グループの持つ事業の多様性を活かし、当社グループのコア事業であった不動

産分譲事業に加え、不動産再生ビジネスも収益の柱の一つとするべく努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は売上高は12,903百万円（前年同期比19.3％減）、営業利益は2,930百

万円（前年同期比48.4％増）、経常利益は1,265百万円（前年同期比557.0％増）、当期純利益は1,103百

万円（前年同期比26.8％減）となりました。

　
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

  なお、当連結会計年度から、事業セグメント区分を変更し、従来、「不動産流動化事業」及び「不動産分

譲事業」と区分していた事業を「不動産事業」に統合しております。前連結会計年度比較に当たっては、

前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて表示しております。

①不動産事業

不動産事業は、自社ブランド「S-RESIDENCE」シリーズ等の企画開発・販売及び収益不動産等の再生・

販売を行っております。また投資用マンションの企画開発及びファミリー向け分譲マンション等の企画

開発を行っております。

　投資用マンションとして「クレアート大阪トゥールビヨン（大阪市旭区）」及び「クレアート大阪

EAST G4（大阪市城東区）」等において100戸を販売し、その他収益オフィスビルとして「サムティ新大

阪フロントビル（大阪市淀川区）」を売却いたしました。

　この結果、当該事業の売上高は7,572百万円（前年同期比26.7％減）、営業利益は1,183百万円（前年同

期比130.7％増）となりました。

②不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、賃貸マンション、オフィスビル、商業施設、ホテル等の賃貸及び管理を行っておりま

す。賃料収入の増加を図るべく、積極的に入居者及びテナント誘致活動を展開し、また賃貸コスト圧縮に

努めてまいりました。

　この結果、不動産賃貸事業における売上高は4,978百万円（前年同期比4.9％減）、営業利益2,691百万円

（前年同期比15.4％増）となりました。

③その他の事業

その他の事業は、「センターホテル東京（東京都中央区日本橋）」及び「センターホテル大阪（大阪

市中央区北浜）」の２棟のビジネスホテルを保有・運営しております。

　当該事業の売上高は352百万円（前年同期比15.7％減）、営業利益41百万円（前年同期比60.4％減）と

なりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により7,577百万

円増加、投資活動により4,091百万円増加、財務活動により10,540百万円減少した結果、前連結会計年度末

と比べ、1,125百万円増加し、当連結会計年度末には4,409百万円となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動により得た資金は、7,577百万円（前連結会計年度は3,551百万円の

収入）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益1,119百万円、減価償却費960百万円、物件の売

却等によるたな卸資産の減少4,354百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動により得た資金は、4,091百万円（前連結会計年度は2,221百万円の

収入）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入4,990百万円、有形固定資産の取得によ

る支出548百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動により使用した資金は、10,540百万円（前連結会計年度は7,697百万

円の支出）となりました。これは主に、物件の売却に伴い借入金の返済を行なったことによるものであり

ます。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、不動産流動化事業、不動産分譲事業及び不動産賃貸事業を主要な事業としており、生

産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

(2) 受注状況

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別
セグメントの名称

区分

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)前年同期比(％)

金額(百万円)

不動産事業

開発流動化 ─ ─

再生流動化 6,153 80.3

アセットマネジメント 19 0.4

投資分譲 1,346 △77.6

住宅分譲 53 △44.1

小計 7,572 △26.7

不動産賃貸事業

住居 1,744 △20.5

オフィス 1,599 27.1

その他 1,634 △8.2

小計 4,978 △4.9

その他の事業 　 352 △15.7

合計 12,903 △19.3

(注) １　セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２　本表の金額に消費税等は含まれておりません。

３　当連結会計年度より事業の種類別セグメント区分を変更しております。なお、前年同期比につきましては、前連

結会計年度分を変更後の区分へ組み替えて算出しております。

４　最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。
　

相手先

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

神奈川プロパティーズ㈱ 3,400 21.2 ─ ─

㈱日成アドバンス 2,248 14.0 ─ ─

㈲ファイブセクト ─ ─ 2,651 25.7

㈱プレサンスコーポレー
ション

─ ─ 1,700 16.5
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの属する不動産業界におきましては、オフィスビル等の賃料水準の下落等、なお厳しさは残

るものの、資金調達環境の改善を受けて物件取得が再開されるなど、金融及び事業環境に改善の兆しが見ら

れました。

  このような情勢の下、当社グループは、安定的かつ持続的な事業成長の継続と今後の利益の源泉となる物

件仕入の強化に努めてまいります。

 

(1)  不動産再生ビジネスの強化　

  当社グループは、今後、現在の不動産業界の状況を好機と捉え、不動産再生ビジネスを強化していく予定

であります。具体的には、流動化市場の崩壊により大幅に価格の下落した物件を、土地の仕入から、マンショ

ン企画開発、さらにリーシングまでを当社グループで完結することのできる強みを活かし、買い取りから再

生、販売までを行い不動産再生ビジネスとして収益の柱とする計画を策定しております。そのために仕入・

販売ルートの強化、不動産再生ビジネスに対応した企画力の強化、機動的な社内体制の整備に取り組んでま

いります。

(2)　仕入の強化 

　不動産業界を取り巻く環境は、依然として厳しいものがありますが、不動産価格の底打ちが確認された現

在は今後の業績向上のための仕入の好機であると当社グループは判断しております。当社グループは、優良

な仕入物件を確保するために従来からの仕入情報ネットワークを一層強化し、迅速な物件仕入を行い、将来

収益の源泉としてまいります。

(3)　経営管理体制の強化　

  不動産の金融商品化の進展とともに不動産事業にかかる法令や各種業務に伴い発生するリスクは著しく

多様化、高度化し、その影響は増大しております。また、企業の社会的責任も増大してきており、企業は自身

の責任と判断でそのリスクを管理し、収益を上げていくことが必要になってきております。当社グループ

は、多様化するリスクを正しく把握し、業務が適正かつ効率的に遂行される仕組み、いわゆる内部統制シス

テムの構築を進めるとともに、コンプライアンスの強化を最重要視した経営管理体制の構築に取り組んで

まいります。

(4)　人材の確保及び育成 

　今後、当社グループが継続的な成長を図るためには、優秀な人材の確保、社員の業務スキルアップ及び金融

・会計・法務等の分野においての外部専門家の活用が必要不可欠であります。そのために様々な採用活動

と充実した研修体制を構築するとともに、外部専門家との密接な関係を築き、適切なアドバイスを受けて、

迅速な意思決定ができる体制の構築に取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる主な事項は以下のとおりであります。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

　
(1) 経済情勢の変動によるリスクについて

当不動産業界におきましては、景気動向・経済情勢、金利動向、税制等の影響を受けやすい特性があり

ます。

　
(2) 物件の売却時期による業績の変動について

不動産分譲事業の売上高及び利益は、各プロジェクトの規模や利益率に大きく影響を受けるとともに、

当該事業の売上は顧客への引渡時に計上されることから、各プロジェクトの進捗状況、販売計画の変更、

販売動向の変化及び建設工事等の遅延による引渡時期の変更により、当社グループの経営成績が変動す

る可能性があります。

　
(3) 販売用不動産の評価に関する会計処理の適用について

当社グループは、平成20年11月期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しております。経済

情勢の悪化や不動産市況悪化等により販売用不動産としての価値が大きく減少した場合には、たな卸資

産の簿価切下げに伴う損失が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

　当連結会計年度におきましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産において338百万円のたな卸資産

評価損が発生し、売上原価の内訳として計上しております。 

　
(4) 減損会計の適用について 

当社グループは、平成18年11月期より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」を適用しております。当社グループは、不動産賃貸事業をコア事業と定め、賃貸

用不動産に関する効率的活用を進めておりますが、経済情勢や不動産市況の悪化、借主の退去等により賃

貸用不動産の収益性が低下した場合等には減損処理が適用され、当社グループの業績及び財政状態等に

影響を及ぼす可能性があります。

　
(5) 有利子負債の依存及び資金調達について

当社グループは、不動産事業に係る用地取得費等については、主に金融機関からの借入金によって調達

しており、総資産に占める有利子負債の割合が高くなる傾向にあるため、経済情勢等により市場金利が上

昇した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

 16/122



　

(6) 偶然不測の事故・自然災害について

火災、破裂爆発、落雷、風ひょう雪災、水災、地震火災、地震破裂、地震倒壊、噴火及び津波並びに電気的事

故、機械的事故その他偶然不測の事故並びに戦争、暴動、騒乱、テロ等の災害により、当社グループが保有

する物件について滅失、劣化又は毀損し、その価値が影響を受ける可能性があります。また、偶然不測の事

故・自然災害により不動産に対する投資マインドが冷え込んだ結果、不動産需要が減り、当社グループの

事業が影響を受ける可能性があります。こうした場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

　
(7) 法的規制等について

当社グループは、宅地建物取引業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、借地借家法、信託業法等

各種法令の他、各自治体が制定した条例等による規制を受けるとともに、以下の免許・登録等を取得して

おります。

当社グループでは内部管理体制の強化とコンプライアンス体制の整備に努めており、本書提出日現在

を含め過去においても、免許・登録等の取り消しや更新拒否の事由となる事実は発生しておりません。し

かし、将来において不本意ながら、これら法令に違反する事実が発生し、免許・登録等の取り消しや行政

処分が発せられた場合には、当社の事業活動や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、関連法令の改正や制定に伴い当社グループの事業活動が制約を受ける場合や当社グループが十

分に対応できない場合には、事業活動や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
　

免許・登録等の名称 会社名 免許・登録等の番号 有効期限

宅地建物取引業免許 サムティ株式会社 国土交通大臣（１）第8105号平成28年２月14日

一級建築士事務所登録 サムティ株式会社 大阪府知事登録(ロ)第17835号平成26年３月８日

一般不動産投資顧問業登録 サムティ株式会社 一般第796号 平成27年10月27日

貸金業登録 サムティ株式会社 大阪府知事（01）第12854号平成23年５月16日

第二種金融商品取引業登録 サムティ株式会社 近畿財務局長(金商)第148号 ─

旅館業法に基づく許可 株式会社サン・トーア
大阪市指令第2007号
10中日保生環き第14号

―

食品衛生法に基づく許可 株式会社サン・トーア 大阪市指令大保環第2847号 平成25年５月31日

宅地建物取引業免許 有限会社彦根エス・シー 大阪府知事（１）第54865号平成26年10月１日

不動産鑑定業登録 サムティ株式会社 大阪府知事（１）第739号 平成27年１月15日

　
(8) 訴訟の可能性について

本有価証券報告書提出日現在、当社が関係する重大な訴訟の事実はありません。しかしながら、当社が

売却した物件における瑕疵の発生、当社が管理する物件における管理状況に対する顧客からのクレーム、

入退去時のテナント等とのトラブル等を起因とする、又はこれらから派生する訴訟その他の請求が発生

する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　
(9) 人材の確保・育成について

当社グループの将来の成長は優秀な人材をはじめとする人的資源に大きく依存するため、不動産及び

金融分野における高い専門性と豊富な経験を有するプロフェッショナルな人材の確保と育成が不可欠な

条件であります。しかしながら、計画どおりに当社の求める人材が確保できない場合には、当社の業績及

び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

平成18年７月４日、当社とキャピタランド・ジャパン株式会社（関連会社を含む）は、日本国内におけ

る不動産事業の開発、取得、所有、管理及び運営について共同で行うこと、日本国内における事業の多角的

拡大を共同で行うこと、並びに資本提携に関して覚書を締結しました。当覚書に定めた事項をより詳細に

文書化するとともに、平成18年11月24日実施の第三者割当増資及び当社大株主からの株式譲渡による資

本提携に併せて「共同投資事業契約」を締結しました。

相手先名 契約名 契約の内容 契約期間

キャピタランド・
ジャパン㈱

共同投資事業契約

主に関西地域の主要都市(大阪、

京都及び神戸)において、共同で

不動産の開発、取得、所有、経営及

び管理を行う。

キャピタランド・ジャパンが経

営に関与する不動産投資信託等

への物件パイプライン契約。

一棟売却用に開発する居住物件

プロジェクトにつき、キャピタラ

ンド・ジャパンに優先交渉権(毎

年累計200億円に達するまで)を

付与。

平成22年11月22日より１年間

(期間満了の３ヶ月前までにいず

れからも書面による解除通知が

ない場合は１年間延長、以後も同

様とする。)

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。これらの連結財務諸表の作成にあたり、たな卸資産、租税公課、財務活動等に関し

て、過去の実績や取引の状況に照らし合理的と考えられる見積り及び判断を行っております。当該見積り

及び判断について当社グループは継続的に評価を行っておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実

性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　
(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当連結会計年度末の資産合計は前連結会計年度末と比べ、10,279百万円減少し、69,834百万円となっ

ております。このうち流動資産は882百万円減少し、21,738百万円となっており、固定資産は9,366百万

円減少し、48,066百万円となっております。流動資産の主な減少要因は、たな卸資産796百万円の減少で

あります。固定資産の主な減少要因は、賃貸用固定資産の売却等による有形固定資産9,126百万円の減

少であります。

②　負債の部

当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末と比べ、11,629百万円減少し、55,401百万円となっ

ております。このうち流動負債は3,489百万円増加し、27,443百万円となっており、固定負債は15,119百

万円減少し、27,957百万円となっております。流動負債の主な増加要因は、短期借入金3,730百万円の増

加並びに１年内返済長期借入金1,982百万円の増加、減少要因は、１年内償還社債1,749百万円の減少で

あります。固定負債の主な減少要因は、長期借入金12,146百万円の減少並びに社債2,475百万円の減少

であります。

③　純資産の部

当連結会計年度末の純資産合計は、当期純利益1,103百万円等により、前連結会計年度末と比べ、

1,350百万円増加し、14,432百万円となっております。 

　
(3) 経営成績の分析

　経営成績の分析は、「第２　事業の状況　１．業績等の概要（１）業績の概要」に記載しております。

　
(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主力事業である不動産事業においては、顧客への引渡し時期の変動、天災その他予期し

得ない事態による建築工事の遅延、経済情勢の変動による業績への影響、有利子負債への依存による事業

展開への影響等、経営成績に重要な影響を与える様々な要因が挙げられます。

　

  (5) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析は「第２　事業の状況　１．業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」に記

載しております。　
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(6) 経営戦略の現状と見通し

次期の見通しにつきましては、不動産業界におきましては、厳しさは残るものの、金融及び事業環境に

改善の兆しが見られます。当社グループといたしましては、このような状況を踏まえ、次期を「飛躍の

礎」の年度と位置づけ、主に安定的かつ持続的な事業成長の継続と今後の利益の源泉となる物件仕入の

強化に努めてまいります。

　また、当社グループは、安定的に収益を生み出す不動産賃貸事業及び不動産分譲事業をコア事業と定め、

経営基盤の安定化を図ってまいりましたが、当該安定化に関しては一定の成果を得られたものと判断し、

今後は、不動産賃貸事業の安定化をさらに追及するとともに、不動産分譲事業及び不動産流動化事業を統

合した不動産事業において、資産効率の高い事業を行なうことで収益の向上を目指す所存であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において、総額563百万円の設備投資を実施しました。

そのうち主なものは、賃貸用不動産の新規取得476百万円であります。賃貸用不動産の新規取得は、高級有料

老人ホームとして「ラビアンローズ高槻（大阪府高槻市）」であります。

当連結会計年度において、不動産賃貸事業に供しておりました、「Ｓ－Ｒ大手前」（大阪市中央区）、

「Ｓ－Ｒ天王寺」（大阪市天王寺区）、「アネックス茗荷谷」（東京都文京区）等、５物件5,038百万円の

賃貸用不動産を売却しました。

なお、当連結会計年度において所有目的の変更により、次の固定資産についてたな卸資産へ振替えており

ます。

会社名 名称 用途 所在地
面積 帳簿価額

（㎡） （百万円）

提出会社 サムティ有燐カマラード レジデンス 京都市下京区 6,601.23 1,228

提出会社 サムティ大物公園 レジデンス 兵庫県尼崎市 1,012.92 124

提出会社 サムティ別府 レジデンス 大分県別府市 2,261.72 65

提出会社 サムティ尼崎東難波町５丁目 レジデンス 兵庫県尼崎市 1,111.33 474

提出会社 フジヤマフラッツ レジデンス 兵庫県伊丹市 7,984.88 356

連結子会社 西日本物流センター 倉庫 大阪府摂津市 9,799.06 1,426
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　　平成22年11月30日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物及び

構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

賃貸用不動産
(京都市下京区)
他34物件

不動産
賃貸事業

賃貸マンション 6,122
5,009

(32,291.91)
7 11,139 ─

賃貸用不動産
(大阪市淀川区)
他14物件

不動産
賃貸事業

オフィスビル 6,725
4,715

(11,027.47)
3 11,444 ─

賃貸用不動産
(神戸市兵庫区)
他９物件

不動産
賃貸事業

ホテルその他 3,197
6,426

(22,665.71)
13 9,637 ─

本社他
(大阪市淀川区)
他１物件

全社 本社事務所他 8
1

(2,396.77)
14 23 60

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具及び工具器具備品であります。
２　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者はおりません。
３　現在休止中の主要な設備はありません。
４　上記の金額に消費税等は含まれておりません。
５　上記の他、当社グループ以外から賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

　
名称(所在地) セグメントの名称 設備の内容

年間賃借料
及びリース料
(百万円)

　
アンビエント小倉
(福岡県北九州市)

他計33物件 不動産賃貸事業
賃貸

マンション
305

　

ＳＡＰシステム
(大阪市淀川区)

(所有権移転
外ファイナン
スリース)

全社 ＥＲＰシステム 16

　

(2) 国内子会社

　　平成22年11月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

㈲彦根エス・シー
賃貸用不動産
(滋賀県彦根市)

不動産賃貸事業 賃貸用地 1,203
5,285

(250,945.32)
0 6,4891

㈲新大阪センター
ビル（注）３

サムティ新大阪
センタービル
(大阪市淀川区)

不動産賃貸事業
オフィスビル
(信託受益権)

1,583
977

(1,094.13)
─ 2,561─

㈱サン・トーア
センターホテル
大阪
(大阪市中央区)

その他の事業
ビジネス
ホテル

716
518

(1,256.42)
7 1,2406(6)

㈱サン・トーア
センターホテル
東京
(東京都中央区)

その他の事業
ビジネス
ホテル

116
2

(370.28)
1 1218(9)

合同会社船場ＩＳ
ビル（注）３

船場ＩＳビル
(大阪市中央区)

不動産事業
オフィスビル
（信託受益権）

1,958
1,059

(834.39)
─ 3,017─

(注) １　帳簿価額のうち「建物及び構築物」、「土地」にはそれぞれ信託建物、信託土地を含みます。
２　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(　)内に外書きで記載しております。
３　有限会社新大阪センタービル及び合同会社船場ＩＳビルの所有するオフィスビル(信託受益権)は提出会社が
賃借しております。

４　帳簿価額に建設仮勘定の金額は含んでおりません。
５　現在休止中の主要な設備はありません。
６　上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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(3) 在外子会社

該当事項はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資計画については、賃料収入の増加を目的とした不動産賃貸事業用の土地・建

物の新規取得及び既存物件の改修を中心に、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりますが、現時点

での具体的な新規取得物件は未定であります。

なお、重要な設備の改修、売却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,000

計 398,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 138,254 149,254
大阪証券取引所
JASDAQ

(スタンダード)

１．単元株制度を採用してお
りません。
２．普通株式は完全議決権株
式であり、権利内容に何ら限
定のない当社における標準と
なる株式であります。

計 138,254 149,254 ― ―

（注）提出日現在の発行数には、平成23年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

    会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年５月15日臨時株主総会決議(平成18年５月15日取締役会決議)

第３回新株予約権
事業年度末現在
(平成22年11月30日)

提出日の前月末現在
(平成23年１月31日)

新株予約権の数(個) 34 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)       170 (注)４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　   61,134 (注)４、５ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月16日
至　平成24年11月22日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　61,134 (注)４、５
資本組入額30,567 (注)４、５

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １　当社が新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数が調整され

ます。

ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２　当社が新株予約権付与後、新株予約権の行使時の払込金額(以下「行使価額」という。)を下回る払込金額で新

株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。

調整後
行使価額

＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数としま

す。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行います。

３　新株予約権の行使の条件(行使価額及び行使期間を除く。)

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

②新株予約権発行時において当社又は当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合で、当社取締役会が承認した場合はこの限りではない。

４　平成19年２月26日付で１株を５株に分割したことに伴い、同日付にて、新株予約権の目的となる株式の数、新株

予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額はそれぞれ調整されております。

５　行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の発行を行ったことに伴い、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整され

ております。
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②　平成19年２月27日定時株主総会決議(平成19年２月27日取締役会決議)

第４回新株予約権
事業年度末現在
(平成22年11月30日)

提出日の前月末現在
(平成23年１月31日)

新株予約権の数(個) 16 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 16 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　232,917 (注)４ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年２月28日
至　平成24年11月22日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　232,917 (注)４
資本組入額116,459 (注)４

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １　当社が新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数が調整され

ます。

ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２　当社が新株予約権付与後、新株予約権の行使時の払込金額(以下「行使価額」という。)を下回る払込金額で新

株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げます。

調整後
行使価額

＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行又は処分株式数×１株当たり払込金額又は処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数としま

す。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行います。

３　新株予約権の行使の条件(行使価額及び行使期間を除く。)

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

②新株予約権発行時において当社又は当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合で、当社取締役会が承認した場合はこの限りではない。

４　行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の発行並びに行使価額を下回る１株当たりの取得価額

をもって普通株式を取得し得る新株予約権の発行を行ったことに伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」

及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。
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③　平成22年６月15日取締役会決議

第５回乃至第９回新株予約権
事業年度末現在
(平成22年11月30日)

提出日の前月末現在
(平成23年１月31日)

新株予約権の数（個）    310    200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）     －     －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 31,000 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 28,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月１日
至　平成24年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  28,000
資本組入額　  14,000

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)４ －

(注) １　新株予約権の目的である株式の種類及び数

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式6,500株とし、本新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下「割当株式数」といいます。）は100株とします。ただし、本項第(2)号及び

第(3)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株

式数に応じて調整されるものとします。

(2) 当社が(注)２の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整します。

ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。なお、かかる算式における調整前行使価額及

び調整後行使価額は、(注)２に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とします。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る(注)２第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に

関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とします。

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知します。ただし、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

２　行使価額の調整

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」といいま

す。）をもって行使価額を調整します。

　
既発行株式数＋

割当株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 割当株式数

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定め

るところによります。

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含みます。）（ただし、新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含みます。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その

他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株

式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除きます。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合

はその効力発生日とします。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。

② 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用します。
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    ③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含みます。）を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行

使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は

割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用します。ただし、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用します。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

みます。）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用します。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行いません。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用します。

(4) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものと

します。

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日（終値のない日を除きます。）の株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）における

当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とします。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第

２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとします。

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日に

おける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数と

します。

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額

の調整を行います。

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とす

るとき。

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整

を必要とするとき。

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知します。ただし、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やか

にこれを行います。

３　本新株予約権の行使の条件

(1) 平成22年７月１日から平成24年６月30日（ただし、平成24年６月30日が銀行営業日でない場合にはその

前銀行営業日）までの期間とします。ただし、(注)４に定める組織再編成行為をするために本新株予約権

の行使の停止が必要である場合は、それらの効力発生日から14日後以内の日に先立つ30日以内の当社が

指定する期間は、本新株予約権を行使することはできません。この場合は、行使を停止する期間その他必

要な事項を、当該期間の開始日の１ヶ月前までに通知します。

(2) 第６回乃至第９回新株予約権は、当社が行使の承認を行い、その旨を新株予約権者に通知した日より、全

ての新株予約権の行使が可能となります。

(3) 本新株予約権の行使によって取得することとなる株式数が、本新株予約権の払込期日時点における当社

上場株式数の５％を超えることとなる場合の、当該５％を超える部分に係る新株予約権の行使はできま

せん（ただし、上記(注)１に準じて取締役会により適切に調整されるものとします。）。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

(5) 各本新株予約権の一部行使はできません。

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

 28/122



　

４　合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、

新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転

（以下「組織再編成行為」と総称します。）を行う場合は、当該組織再編成行為の効力発生日の直前において

残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割

設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称します。）は以下

の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとします。

(1) 新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整し

ます。調整後の１個未満の端数は切り捨てます。

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１株未満の端数は切り上げます。

(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整します。調整後の１円未満の端数は切り上げます。

(5) 新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得、組織再編成行為の場

合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

本新株予約権の内容に準じて、組織再編成行為に際して決定します。

(6) 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要します。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年11月24日
(注)１

1,185 21,085 859 958 859 859

平成19年２月26日
(注)２

84,340 105,425 ― 958 ― 859

平成19年７月30日
(注)３

25,000 130,425 3,506 4,464 3,506 4,365

平成19年７月31日
～

平成19年11月30日
(注)４

1,800 132,225 0 4,465 0 4,366

平成19年12月１日
～

平成20年11月30日
(注)４

1,000 133,225 0 4,466 0 4,366

平成22年7月28日
(注)５

400 133,625 5 4,471 5 4,372

平成22年９月30日
(注)６

3,529 137,154 49 4,521 49 4,422

平成22年10月１日
～

平成22年11月30日
(注)５

1,100 138,254 15 4,537 15 4,437
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(注) １　有償第三者割当増資

　　割 当 先　　CapitaLand Fund Investment Private Limited、株式会社りそな銀行、株式会社みずほ銀行、

　　　　　　株式会社三井住友銀行　他２名

　　発行株式数　　　　　 1,185株

発行価格　　　　 1,450,000円

資本組入額　　　　 725,000円

２　株式分割（１：５）による増加であります。

３　有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)　

発行価格　　　　　 300,000円

引受価額　　　　　 280,500円

発行価額　　　　　 212,500円

資本組入額　 　　　140,250円

払込金総額　 7,012,500,000円

４　新株予約権（ストックオプション）の行使による増加であります。

５　新株予約権（第三者割当て）の行使による増加であります。

６　有償第三者割当増資

割 当 先　　株式会社オージーキャピタル

発行株式数　　　　　 3,529株

発行価格　　　　    28,332円

資本組入額　　　　  14,166円

７　平成22年12月１日から平成23年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が11,000株、資

本金が154百万円、資本準備金が154百万円増加しております。

　　

(6) 【所有者別状況】

　　平成22年11月30日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 7 222 9 4 8,5298,780 ―

所有株式数
(株)

― 2,352 545 16,2858,431 11 110,630138,254 ―

所有株式数
の割合(％)

― 1.70 0.39 11.78 6.10 0.01 80.02100.00 ―

（注）上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。

　
(7) 【大株主の状況】

 　平成22年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森山　茂 大阪府豊中市 37,095 26.83

松下一郎 兵庫県宝塚市 25,595 18.51

有限会社剛ビル 大阪府豊中市新千里北町2丁目16番16号 9,500 6.87

江口和志 大阪府吹田市 7,595 5.49

CAPITALAND FUND INVESTMENTPR
IVATE LIMITED（常任代理人　
キャピタランド・ジャパン株式
会社）

39 ROBINSON ROAD,＃18-01ROBINSON
POINT SINGAPORE068911（東京都千代田
区丸の内2丁目7-3 東京ビルディング）
 

5,750 4.15

株式会社オージーキャピタル 大阪市中央区平野町4丁目1-2 3,529 2.55

森山純子 大阪府豊中市 3,250 2.35

谷口清春 大阪府豊中市 2,646 1.91

山田相奇 大阪市北区 1,743 1.26

池田　渉 大阪府高槻市 1,495 1.08

計 ― 98,198 71.02
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成22年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 138,254 138,254 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 138,254 ― ―

総株主の議決権 ― 138,254 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６株（議決権６個）含まれて

おります。

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方式によるも

のであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　
①　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の従業員に対して、特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを平成18年５月15日開催の臨時株主総会において特別決議されたもの

決議年月日 平成18年５月15日

付与対象者の区分及び人数 従業員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　付与対象者の従業員１名が取締役に就任し、２名が退職したことにより権利を喪失したため、付与対象者の区分及

び人数は、取締役１名、従業員７名となっております。

　

②　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の従業員に対して、特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを平成19年２月27日開催の定時株主総会において特別決議されたもの

決議年月日 平成19年２月27日
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付与対象者の区分及び人数 従業員23名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　付与対象者の従業員７名が退職したことにより権利を喪失したため、付与対象者の区分及び人数は、従業員16名と

なっております。
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③　会社法第361条に定める報酬として当社の取締役に対して付与するストックオプションについて、報

酬等の額及び新株予約権の内容が、平成22年２月25日開催の定時株主総会において決議されたもの

決議年月日 平成22年２月25日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) (注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり１円

新株予約権の行使期間 (注）３

新株予約権の行使の条件 (注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの
とします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注) １　付与対象者の人数の詳細は当社取締役会において決定します。

２　毎年定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権の総数は、年額70百万円を新株予約権の割当日

の当社の株価、一定の基準により算出された株価変動率及び新株予約権の行使可能期間等の諸条件を織り込

んだブラック・ショールズ・モデルに基づき算出される新株予約権１個当たりの公正価額をもって除して得

られた数（整数未満の端数は切捨て）を上限とします。新株予約権１個の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）は、１株とします。

ただし、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により

付与株式数を調整します。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で当社

は必要と認める付与株式数の調整を行うことができます。

上記調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。

３　新株予約権の割当日から30年以内の範囲で、当社取締役会において定めます。

４　新株予約権者は上記（注）３の期間内において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行

使することができるものとし、その他の新株予約権の行使条件については、新株予約権の募集事項を決定する

取締役会において定めます。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題の一つであると認識しております。配当につきま

しては、業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財政状態等を総合的に勘案したうえで実施すること

を基本方針としております。今後の事業展開、事業拡大ならびに財務体質の強化等、将来に備えた内部留保

の充実を図ることで、実績に裏付けされた利益還元を行ってまいります。

当社は、株主総会決議による年１回の期末配当を基本的な方針としております。なお、当社は、取締役会の

決議によって、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款で定めております。 

　

当期の剰余金の配当につきましては、当期及び今後の業績が安定的に推移すると判断し、１株当たり

1,000円の配当を実施することとし、平成23年２月25日開催の第29回定時株主総会において決議されまし

た。配当金の総額は、138,254千円であります。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成18年11月 平成19年11月 平成20年11月 平成21年11月 平成22年11月

最高(円) ― 258,000 150,000 44,500 35,500

最低(円) ― 126,000 15,800 10,800 21,500

(注) １　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであり、それ以

前は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

２　当社株式は、平成19年７月31日から大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に上場し

ておりますので、それ以前については、該当ありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 30,850 30,500 28,550 29,100 28,650 31,500

最低(円) 27,950 27,900 26,000 27,410 27,300 28,110

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであり、それ以前は

大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 森　山　　　茂 昭和25年２月８日生

昭和48年４月 ㈱地産入社

(注)２ 37,104
昭和57年12月 当社設立、取締役就任

平成８年３月 代表取締役社長就任(現任)

　 　

専務取締役
総務部長（内
部統制室、総務
部担当）

松　下　一　郎 昭和24年３月７日生

昭和48年４月 ㈱地産入社

(注)２ 25,604

昭和57年12月 当社設立、取締役就任

平成８年３月 専務取締役就任(現任)

平成19年２月 管理部長

平成21年３月 総務部長(現任)

常務取締役

不動産事業部
長（不動産事
業部、賃貸事業
部、東京支店担
当）

江　口　和　志 昭和30年11月23日生

昭和54年４月 ㈱地産入社

(注)２ 7,604

昭和59年４月 当社入社

平成11年１月 営業部長

平成16年１月 常務取締役就任(現任)

平成17年４月 不動産事業部長(現任)

取締役
開発事業部長
（開発事業部
担当）

池　田　　　渉 昭和23年４月13日生

昭和46年４月 地産トーカン㈱入社

(注)２ 1,504

平成８年８月 当社入社

平成13年１月 開発業務部長

平成17年２月 取締役就任(現任)

　 開発事業部長(現任)

取締役

経営企画室長
兼管理部長（
経営企画室、内
部情報管理(開
示)、管理部、コ
ンプライアン
ス・リスク管
理担当）

小　川　靖　展 昭和42年４月27日生

平成５年４月 ㈱東海銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ銀
行)入行

(注)２ 409

平成13年４月 当社入社

平成17年１月 経営企画室長

平成19年２月
平成20年２月

取締役就任(現任)
㈱サン・トーア代表取締役社長就
任(現任)

平成21年３月 経営企画室長兼管理部長(現任)

取締役
財務部長（財
務部担当）

松　井　宏　昭 昭和35年１月13日生

昭和57年４月 ㈱福徳相互銀行入行

(注)２ 17

平成11年11月 三洋電機クレジット㈱(現日本ＧＥ
㈱）入社

平成19年４月 同社執行役員ファイナンス事業本
部副本部長

平成21年３月 当社入社 財務部長(現任)

平成22年２月 取締役就任(現任)

常勤監査役 ― 国　沢　健　一 昭和16年10月24日生

昭和40年４月 ㈱三和銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ銀
行)入行

(注)３ 11

平成６年４月 大末建設㈱取締役東京副本店長就
任

平成９年11月 大末プレハブ㈱専務取締役就任

平成13年６月 ㈱カワタ常勤監査役就任

平成17年２月 常勤監査役就任(現任)

監査役 ― 井　口　靖　久 昭和16年９月29日生

昭和39年４月 ㈱大和銀行(現㈱りそな銀行)入行

(注)３ 21

平成10年６月 同行専務取締役就任

平成11年７月 船場産業㈱代表取締役社長就任

平成12年６月 佐伯建設工業㈱(現あおみ建設㈱)
監査役就任

平成17年２月 監査役就任(現任)

監査役 ― 佐　藤　信　昭 昭和20年１月３日生

昭和49年４月 検事任官、京都地方検察庁検事

(注)４ 20

平成10年４月 大阪地方検察庁特別捜査部長

平成12年４月 大阪地方検察庁次席検事

平成12年12月 最高検察庁検事

平成16年９月 最高検察庁公安部長

平成18年５月 大阪地方検察庁検事正

平成19年８月 弁護士登録(大阪弁護士会)(現任)

平成20年２月 監査役就任(現任)

計 72,294

(注) １　監査役 国沢健一、井口靖久及び佐藤信昭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成23年２月25日開催の定時株主総会終結の時から平成24年11月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

３　平成23年２月25日開催の定時株主総会終結の時から平成26年11月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

４　平成20年２月27日開催の定時株主総会終結の時から平成23年11月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制の概要等

イ　企業統治の体制の概要

当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の健全性と透明性の向

上及びコンプライアンスを徹底したうえで、経営の効率性と高い競争力を維持することにより、企業と

しての継続的な発展を図り、社会から信頼される会社となることであります。当社グループは、コーポ

レート・ガバナンスを強化することが、最も重要な経営課題の一つと考えており、株主、債権者、取引先

及び従業員等の利害関係者に対する迅速かつ正確な情報発信を可能とする体制の構築、情報管理体制

の強化及び法令遵守の徹底を推進しております。

当社の経営体制は次のとおりであります。

（取締役会及び取締役）

当社の取締役会は取締役６名(本書提出日現在)により構成されており、全員が社内取締役でありま

す。取締役会は、業務執行に係る重要事項の決定機関として、法令及び定款に定められた事項並びに重

要な業務に関する事項を決議するとともに、取締役の職務執行状況を監督しております。毎月の定例取

締役会の他、必要のある場合には、臨時に取締役会を行っており、経営上の重要事項における迅速な意

思決定を図っております。

（監査役会及び監査役）

監査役会につきましては、常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名(本書提出日現在)で構成さ

れており、全員が社外監査役であります。監査役は、取締役会他重要な会議等への出席、取締役からの聴

取、決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会での意思決定の過程及び取締役の業務執行状況について監査し

ております。

（情報セキュリティ委員会）

情報セキュリティ委員会は、情報セキュリティ管理責任者のもと、各部門の代表者により構成されて

おります。個人情報を含めた会社が取扱う情報を適切に管理するための仕組みの整備を行うとともに、

その実施及び運用を推進するための協議・調整機関であります。

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。
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ロ　企業統治の体制を採用する理由

当社は監査役設置会社であります。

　当社の取締役については、不動産事業に精通し、各担当業務を熟知した人材で構成することが重要と

考えているため、経験豊富な社内取締役のみで構成しております。

　監査役については、全員を社外監査役としており、客観的・中立的な立場から取締役の職務執行を監

視する体制が有効に機能しているため、社外取締役を選任する必要性は低いと考えております。

　監査役による主な監視体制は次のとおりであります。

　監査役は、重要会議への出席及び議事録閲覧、全ての決裁書面の閲覧（決裁都度）、全取締役との定期

的な会合、必要に応じた職務執行状況の聴取等を通じ、経営上の重要事項、コンプライアンス・リスク

管理に関する重要事項その他の事項を随時把握できる体制としております。

　定時取締役会における報告事項の一つとして、監査役からの発言の場を設けており、報告、要請、指摘

等を受けることができる体制としております。

ハ　内部統制システムの整備の状況

当社は、グループ全体の内部統制の実効性を確保するためには、法令・社会規範・企業倫理遵守など

のコンプライアンスの強化徹底を図り、適正な業務の遂行を確保することが最重要課題であると認識

しており、平成18年５月15日開催の当社取締役会において、内部統制システムの構築に関する基本方針

を決議し、これを年に１度、定期的に見直すこととしております。

具体的な取り組みといたしましては、日常の業務執行に関しては、職務権限や業務分掌に係る規程を

整備し、業務執行における意思決定権者と対象範囲を定め、稟議決裁制度の活用により適切な権限委譲

と迅速な意思決定を図るとともに、重要事項の決定に関しては取締役会に付議・報告を行っておりま

す。
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また、業績進捗状況の把握、営業戦略上の施策の検討及び情報の共有等を目的として、取締役及び部

門責任者による会議を定例的に開催することにより、各レベルの責任者が適切な意思決定が行える環

境の構築に努めております。

運用状況につきましては、経営による監督機能である内部監査による監査と、業務執行機関から独立

した第三者的立場での監査である社外監査役による監査及び会計監査人による会計監査を受けており

ます。

また、金融商品取引法における内部統制報告制度への対応として、内部統制システム構築の基本方針

及び財務報告の基本方針に則り、財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価並びにその報告に係

る体制の充実に努めております。

ニ　リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、宅地建物取引業法、建築基準法、信託業法、金融商品取引法等様々な法令を遵守して

業務を行う必要があり、業務執行過程における法務的なリスクや、コンプライアンスに係る事項に関し

ては、顧問弁護士等から適宜専門分野に関するアドバイスを受けることのできる体制を設けておりま

す。

　日常の業務活動の全般に係るリスク関しては、社内規程の整備・運用状況や関連法令等の遵守状況を

内部監査において確認、改善指導を行い、未然の防止に努めるとともに、重要な影響を及ぼす可能性の

あるリスク事項に関しては取締役会においてその対応方針等を協議しております。

　また、当社グループでは、経営陣及び全従業員が情報セキュリティの社会的責任の重要性を強く認識

し、適切な管理体制を確立・維持するため、情報に対するリスク管理を徹底することに努めておりま

す。その一環として当社は、情報セキュリティマネジメントシステムに関する国際規格ISO27001の認証

を平成19年２月18日に取得しております。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

イ　内部監査の組織、人員及び手続

内部監査は、社長直轄の内部監査室（２名）が、内部監査規程等に従い、当社各部門及び当社グルー

プ会社の業務監査を実施し、その結果を社長及び各被監査部門等へ報告するとともに、必要に応じて改

善事項の指摘を行っております。

ロ　監査役監査の組織、人員及び手続

監査役監査は、３名の監査役が、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、取締役会をはじめとす

る重要な会議へ出席するほか、当社の監査業務を一層強化するため、往査を含めた調査を実施しており

ます。各監査役は定時監査役会において、それぞれの職務分担に応じて実施した監査結果について報告

し、他の監査役との協議を実施します。また、取締役に対して早急に報告が必要と思われる事実につい

ては遅滞なく報告を行い、改善を求めております。

　なお、監査役国沢健一氏及び井口靖久氏は、それぞれ、銀行における長年の経験を経て他の会社の監査

役を歴任するなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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ハ　内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

・内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査室と監査役は、随時のミーティングを通じて情報を共有するとともに、各々が実施する監査

において相互に連携することにより、監査の効率化・有効化を図っております。また、監査役会と会

計監査人は、主として、会計監査についての報告会を通じて情報の共有化を行い、相互の連携を図っ

ております。

・各監査と内部統制部門との関係

当社では、内部統制の総括部門として内部統制室（２名）を設置しており、内部統制室の主催による

内部統制会議における取り組みを通じて、当社グループの内部統制システム全般に関する横断的管

理を図っております。内部監査室及び監査役は、内部統制会議にオブザーバーとして参加しており、

各々の立場から、又は共同して、内部統制の構築・推進部門に対して必要な助言・指導を行っており

ます。

　

③　会計監査の状況

当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査についての監査契約を監査法人だいちと

締結しております。同監査法人及び当監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別

な利害関係はありません。

　なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数

代表社員
業務執行社員

星　野　　　誠

監査法人だいち (注)１
村　田　直　隆

(注) １　継続監査年数については、全員が７年以内であるため、記載を省略しております。

　

監査業務に係る補助者の構成 人数

公認会計士 ７

会計士補等 ─

その他 ２

　

④　社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役を選任しておりません。社外取締役を選任していない理由は、「①企業統治の体制の

概要等」の「ロ　企業統治の体制を採用する理由」に記載のとおりであります。

　監査役は全員社外監査役であり、当社との特別な利害関係はありません。

監査役国沢健一氏及び井口靖久氏は、出身銀行における長年の経験を経て他の会社の監査役を歴任す

るなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、その幅広い見識に基づき、有益な指摘・発

言をいただくことで、当社経営の適正性の確保に大きく寄与いただいております。また、当社は両氏の出

身銀行から融資を受けておりますが、退任又は退職後、相当年数を経ており、十分な独立性を確保してい

るものと考えております。

　監査役佐藤信昭氏は、検事及び弁護士としての長年の経験による幅広い見識に基づき、独立かつ中立の

立場から有益な指摘・発言をいただくことで、当社経営の適正性の確保に大きく寄与いただいておりま

す。また、同氏は検事退官後、弁護士登録を経て当社監査役に就任しており、当社との利害関係がないこと

から、十分な独立性を確保しているものと考えております。

　なお、当社は大阪証券取引所に対し、監査役佐藤信昭氏を独立役員として届け出ております。

　

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

 40/122



　

⑤　役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 142 132 ─ ─ ─ 6

監査役
(社外監査役を除く。)

─ ─ ─ ─ ─ ─

社外役員 19 19 ─ ─ ─ 4

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役及び監査役の報酬については報酬限度額を定時株主総会で決議しており、各取締役の報酬に

ついては職務内容及び当社の状況等を勘案のうえ取締役会の承認により、各監査役については職務の

内容、経験及び当社の状況等を勘案のうえ監査役会の協議により決定しております。なお、取締役の報

酬限度額は平成22年２月25日開催の定時株主総会において、「年間500百万円以内」、監査役の報酬限

度額は平成17年２月25日の定時株主総会において、「年間50百万円以内」としてそれぞれ決議いただ

いております。

　

⑥　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

　

⑦　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めておりま

す。

　

⑧　中間配当

当社は、剰余金の配当について会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への利益還元の機会の充実を目的とするも

のであります。

　

⑨　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨定款に定めております。これは自己の株式の取得を取締役会の権限とすること

により、機動的な経営を可能にすることを目的とするものであります。
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⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑪　株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                       ４銘柄

貸借対照表計上額の合計額     88百万円

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

資本金額の100分の１を超える銘柄

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

保有目的
（百万円）

㈱紀陽ホールディング
ス 300,000 32

安定的かつ継続的な取
引関係を維持するため
保有しております。

㈱エスクリ 200 12
安定的かつ継続的な取
引関係を維持するため
保有しております。

  （注）上記株式は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位２銘柄につい

　　　　て記載しております。

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ─ ─ ─ ─ ─

非上場株式以外の株式 376 261 113 ─ ─
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 30 ─ 32 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 30 ─ 32 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査公認会計士等に対する報酬等の額の決定に際し、当社は所定の決裁基準に則り決定し、会社法第

399条の規定に基づき、取締役が監査役会へ同意を求め、監査役会において報酬等の額について当社の

規模、業務の特性ならびに監査日数等を勘案し、審議の上、同意しております。
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第５ 【経理の状況】

１　  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成20年12月１日から平成21年11月30日まで)については、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成21年12月１日から平成22年11月30日まで)については、改正後の連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成20年12月１日から平成21年11月30日まで)については、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度(平成21年12月１日から平成22年11月30日まで)については、改正後の財務諸表等規則

に基づいて作成しております。

　

２　  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年12月１日から平

成21年11月30日まで)及び前事業年度(平成20年12月１日から平成21年11月30日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表並びに当連結会計年度(平成21年12月１日から平成22年11月30日まで)及び当事業年度(平成

21年12月１日から平成22年11月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人だいちにより

監査を受けております。

なお、当社の監査人は会計監査人は次のとおり異動しております。

前々連結会計年度及び前々事業年度　監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）

前連結会計年度及び前事業年度　　　監査法人だいち
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当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1)異動に係る監査公認会計士等の名称及び所在地 

　　①退任する監査公認会計士等の名称及び所在地 

　 　　名 称 監査法人トーマツ 

　 　　所在地 東京都港区芝浦四丁目13番23号 

　　②選任する監査公認会計士等の名称及び所在地 

　　　 名 称 監査法人だいち 

       所在地 大阪市北区紅梅町1番18号 

  (2)異動の年月日 平成21年３月25日 

  (3)退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日 

       平成21年２月26日 

  (4)退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項 

       該当事項はありません。 

  (5)異動の決定または異動に至った理由及び経緯 

       当社は、当社の会計監査人でありました監査法人トーマツと監査遂行のための条件につい

     て協議を続けてまいりましたが、監査日程や監査報酬、及び、物件売却見込み等の計画に関す

     る実行可能性について、一部合意に至らなかったため、同監査法人は平成21年3月25日付にて

     会計監査人を辞任することとなりました。これに伴い、当社の会計監査人が不在になることを

     回避するため、新たに同日開催の監査役会において監査法人だいちを一時会計監査人として選

     任し、監査契約を締結いたしました。 

  (6)上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の

     意見 

        該当事項はありません。 

  (7)退任する監査公認会計士等が(6)の意見を表明しない理由及び当社が退任する監査公認会計士

     等に対し、意見を表明を求めるために講じた措置の内容 

        該当事項はありません。 

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整

備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 3,588

※１
 4,774

売掛金 107 115

販売用不動産 ※１
 11,879

※１
 11,357

仕掛販売用不動産 ※１
 4,963

※１
 4,689

商品 0 0

貯蔵品 2 0

繰延税金資産 290 591

その他 1,808 215

貸倒引当金 △20 △8

流動資産合計 22,621 21,738

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 26,837 22,936

減価償却累計額 △4,647 △4,972

建物及び構築物（純額） ※１
 22,189

※１
 17,963

信託建物 4,435 3,959

減価償却累計額 △454 △417

信託建物（純額） ※１
 3,980

※１
 3,542

土地 ※１
 26,705

※１
 23,350

信託土地 ※１
 3,150

※１
 2,037

その他 271 294

減価償却累計額 △208 △224

その他（純額） 62 69

有形固定資産合計 56,089 46,962

無形固定資産

のれん 90 84

その他 71 53

無形固定資産合計 162 138

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 453

※１
 350

長期貸付金 10 156

繰延税金資産 423 102

その他 294 355

貸倒引当金 △1 －

投資その他の資産合計 1,181 964

固定資産合計 57,432 48,066

繰延資産

創立費 1 0

開業費 59 29

繰延資産合計 60 29

資産合計 80,113 69,834
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 708 63

短期借入金 ※１
 551

※１
 4,281

1年内償還予定の社債 ※１
 1,749 －

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 19,856

※１
 21,838

未払法人税等 0 26

その他 1,087 1,232

流動負債合計 23,953 27,443

固定負債

社債 ※１
 2,475 －

長期借入金 ※１
 36,849

※１
 24,702

繰延税金負債 528 504

退職給付引当金 34 43

役員退職慰労引当金 2 －

預り敷金保証金 1,944 1,638

建設協力金 980 927

その他 261 141

固定負債合計 43,077 27,957

負債合計 67,031 55,401

純資産の部

株主資本

資本金 4,466 4,537

資本剰余金 4,366 4,437

利益剰余金 4,277 5,490

株主資本合計 13,110 14,466

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 △9

繰延ヘッジ損益 △19 △28

評価・換算差額等合計 △28 △37

新株予約権 1 4

純資産合計 13,082 14,432

負債純資産合計 80,113 69,834
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

売上高 15,984 12,903

売上原価 ※１
 12,046

※１
 8,061

売上総利益 3,937 4,842

販売費及び一般管理費 ※２
 1,963

※２
 1,911

営業利益 1,974 2,930

営業外収益

受取利息 5 4

受取配当金 2 2

匿名組合投資利益 252 93

金利スワップ評価益 7 0

違約金収入 200 －

その他 14 46

営業外収益合計 483 148

営業外費用

支払利息 1,810 1,656

社債利息 112 16

支払手数料 271 90

その他 70 49

営業外費用合計 2,265 1,813

経常利益 192 1,265

特別利益

前期損益修正益 － 20

固定資産売却益 ※３
 694

※３
 534

保険解約益 24 －

役員退職慰労引当金戻入額 377 －

債権受贈益 300 －

投資有価証券売却益 12 －

その他 － ※７
 45

特別利益合計 1,410 600

特別損失

固定資産売却損 ※４
 994

※４
 588

固定資産除却損 ※５
 0

※５
 5

中途解約違約金損失 8 －

減損損失 － ※６
 152

特別損失合計 1,002 746

税金等調整前当期純利益 600 1,119

法人税、住民税及び事業税 6 18

過年度法人税等 － 12

過年度未払法人税等戻入額 △562 －

過年度還付法人税等 △27 －

法人税等調整額 △323 △14

法人税等合計 △906 16

当期純利益 1,506 1,103
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,466 4,466

当期変動額

新株の発行 － 71

当期変動額合計 － 71

当期末残高 4,466 4,537

資本剰余金

前期末残高 4,366 4,366

当期変動額

新株の発行 － 71

当期変動額合計 － 71

当期末残高 4,366 4,437

利益剰余金

前期末残高 2,770 4,277

当期変動額

当期純利益 1,506 1,103

連結除外による利益剰余金増加高 － 110

当期変動額合計 1,506 1,213

当期末残高 4,277 5,490

株主資本合計

前期末残高 11,603 13,110

当期変動額

新株の発行 － 142

当期純利益 1,506 1,103

連結除外による利益剰余金増加高 － 110

当期変動額合計 1,506 1,355

当期末残高 13,110 14,466

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △4 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △0

当期変動額合計 △5 △0

当期末残高 △9 △9

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △21 △19

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 △9

当期変動額合計 2 △9
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

当期末残高 △19 △28

評価・換算差額等合計

前期末残高 △25 △28

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3 △9

当期変動額合計 △3 △9

当期末残高 △28 △37

新株予約権

前期末残高 0 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 3

当期変動額合計 0 3

当期末残高 1 4

純資産合計

前期末残高 11,578 13,082

当期変動額

新株の発行 － 142

当期純利益 1,506 1,103

連結除外による利益剰余金増加高 － 110

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △5

当期変動額合計 1,503 1,350

当期末残高 13,082 14,432
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 600 1,119

減価償却費 1,037 960

のれん償却額 5 5

匿名組合投資損益（△は益） △252 △93

受取違約金 △200 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 0

受取利息及び受取配当金 △8 △7

支払手数料 271 90

支払利息 1,923 1,673

為替差損益（△は益） 9 △1

有形固定資産売却損益（△は益） △694 53

投資有価証券売却損益（△は益） △12 －

役員退職慰労引当金戻入額 △377 －

債権受贈益 △300 －

減損損失 － 152

固定資産売却損益（△は益） 994 －

売上債権の増減額（△は増加） 39 △11

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,477 4,354

仕入債務の増減額（△は減少） △557 △644

預り敷金保証金の増減額（△は減少） △50 △305

預け金の増減額（△は増加） △144 42

未払消費税等の増減額（△は減少） － 276

その他 △525 1,561

小計 5,270 9,234

利息及び配当金の受取額 7 6

利息の支払額 △1,893 △1,663

法人税等の支払額 166 △33

法人税等の還付額 － 33

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,551 7,577
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 520 △95

定期預金の払戻による収入 △300 35

有形固定資産の取得による支出 △4,201 △548

有形固定資産の売却による収入 6,034 4,990

無形固定資産の取得による支出 △13 △14

投資有価証券の売却による収入 219 －

子会社出資金の取得による支出 △60 △77

出資金の回収による収入 5 2

長期貸付金の回収による収入 － 11

長期貸付による支出 － △160

建設協力金の支払による支出 － △53

その他 17 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,221 4,091

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,175 4,326

短期借入金の返済による支出 △7,755 △446

長期借入れによる収入 14,585 5,531

長期借入金の返済による支出 △15,181 △15,778

社債の償還による支出 △249 △4,224

株式の発行による収入 － 142

その他 △271 △90

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,697 △10,540

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,933 1,130

現金及び現金同等物の期首残高 5,217 3,283

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △4

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 3,283

※１
 4,409
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【継続企業の前提に関する事項】

　前連結会計年度（自 平成20年12月１日　至 平成21年11月30日）

  該当事項はありません。

　当連結会計年度（自 平成21年12月１日　至 平成22年11月30日）

　該当事項はありません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　14社

　連結子会社の名称

㈲エス・ロジスティックス

一般社団法人プロジェクト・

ビィー

㈲新大阪センタービル

一般社団法人エス・エス・シー

㈲彦根エス・シー

一般社団法人プロジェクト・エイ

チ

㈱サン・トーア

㈲アンビエントを営業者とする匿

名組合

合同会社船場ＩＳビル

一般社団法人プロジェクト・アイ

合同会社ＳＬ　Ｄｅｐａｒｔｍｅ

ｎｔ

一般社団法人ＳＬ　Ｃｏｍｐａｎ

ｙ１

コリーナ和泉合同会社

一般社団法人ＴＳＭフォーティー

ワン

(1) 連結子会社の数　　　　　13社

　連結子会社の名称

㈲エス・ロジスティックス

一般社団法人プロジェクト・

ビィー

㈲新大阪センタービル

一般社団法人エス・エス・シー

㈲彦根エス・シー

一般社団法人プロジェクト・エイ

チ

㈱サン・トーア

合同会社船場ＩＳビル

一般社団法人プロジェクト・アイ

合同会社ＳＬ　Ｄｅｐａｒｔｍｅ

ｎｔ

一般社団法人ＳＬ　Ｃｏｍｐａｎ

ｙ１

コリーナ和泉合同会社

一般社団法人ＴＳＭフォーティー

ワン

　 　 　営業者である有限会社アンビエン
トの金融機関等からの借入金（ノ
ン・リコースローン）について、平
成22年３月31日に借入金の返済期
限が到来したことに伴い、当該金融
機関が優先出資証券の発行体であ
る特別目的会社の特定資産管理処
分受託者（当社）の更迭権及び当
該優先出資証券の質権を有するこ
ととなり、当社と匿名組合の間にお
ける有効な支配従属関係が失われ
たため、第２四半期連結会計期間か
ら有限会社アンビエントを営業者
とする匿名組合を連結の範囲から
除外しております。なお、この変更
による、当社グループの業績及び財
政状態等に与える影響は、軽微であ
ります。　　
 

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　非連結子会社はありません。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数

　持分法適用の関連会社はありません。

(1) 持分法適用の関連会社数

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

(1) ㈲アンビエントを営業者とする匿

名組合を除くすべての連結子会社の

決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

(1) すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。

　 (2) 連結子会社のうち㈲アンビエント

を営業者とする匿名組合の決算日は

５月31日であります。連結財務諸表

の作成に当たって、当該会社につい

ては、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。

(2)　　　　　　─
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法

 
 

　(イ)有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)を採

用しております。

 
 

　(イ)有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　　　(匿名組合出資金は個別法によっ

ており、詳細は「(８)(ロ)匿名

組合への出資と会計処理」に記

載しております。)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　　　(匿名組合出資金は個別法によっ

ており、詳細は「(７)(ロ)匿名

組合への出資と会計処理」に記

載しております。)

　 　(ロ)デリバティブ

　　時価法を採用しています。

　(ロ)デリバティブ

同左

　 　(ハ)たな卸資産

　　販売用不動産及び仕掛販売用不動産

　　個別法による原価法を採用しており

ます。（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

　(ハ)たな卸資産

　　　　　　　 同左

　 　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法を採用しておりま

す。

　　貯蔵品

　　　　　　　 同左

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

　(イ)有形固定資産（リース資産を

　　　除く）

　　当社及び連結子会社は定率法を採用

しております。但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法を採用

しています。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　(イ)有形固定資産（リース資産を

　　　除く）

　　　　　　　 同左

 

　 　　建物及び構築物　　２～50年

　　信託建物　　　　　14～38年

　
　

　 　(ロ)無形固定資産（リース資産を

　　除く）

　　定額法を採用しています。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

　(ロ)無形固定資産（リース資産を

　　除く）

同左

　 　(ハ)長期前払費用

　　定額法を採用しております。

　(ハ)長期前払費用

同左

　 　(ニ)リース資産 　(ニ)リース資産

　 　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存
　価額を零とする定額法によっており
　ます。

               同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

(3)重要な繰延資産の処理方法　(イ)開業費

　　５年間の均等償却を行っておりま

す。

　(イ)開業費

同左

　 　(ロ)創立費

　　５年間の均等償却を行っておりま

す。

　(ロ)創立費

同左

(4)重要な引当金の計上基準 　(イ)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

　(イ)貸倒引当金

同左

　 　(ロ)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、自

己都合退職による当連結会計年度末

要支給額から中小企業退職金共済制

度からの給付相当額を控除した金額

を計上しております。

　(ロ)退職給付引当金

同左

　 　
（追加情報）

従来、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を

計上しておりましたが、役員退職慰労

金制度を廃止し、退職慰労金について

支給しないことといたしましたので、

当連結会計年度末における役員退職慰

労引当金377百万円を取り崩し、特別利

益の「役員退職慰労引当金戻入額」と

して計上しております。

　
　

　 　 　
(5)重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左

　 　 　
(6)重要なヘッジ会計の方法 　(イ)ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を行っております。

なお、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合、特例

処理を採用しております。

　(イ)ヘッジ会計の方法

              同左

　 　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

 （ヘッジ手段）　　（ヘッジ対象）

　金利スワップ　　　借入金の利息

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

              同左

　 　(ハ)ヘッジ方針

　　デリバティブ取引管理規程に基づ

き、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

　(ハ)ヘッジ方針

              同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

　 　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ有効性は、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段についてそれぞれのキャッ

シュ・フロー総額の変動額等を比較

することにより評価しております。

ただし、特例処理によっているス

ワップについては、有効性の評価を

省略しております。

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

              同左

(7)その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

　(イ)消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　　なお、固定資産に係る控除対象外消

費税等は、長期前払費用として計上

し、５年間で均等償却を行っており

ます。

　(イ)消費税等の会計処理

同左

　 　(ロ)匿名組合への出資と会計処理

　　レバレッジド・リースに係る匿名組

合契約に関しては、出資額を連結貸

借対照表の投資有価証券に含めて計

上しており、出資に係る損益は、同組

合が定める計算期間及び当社持分相

当額により、当連結会計年度に属す

る匿名組合投資損益として処理して

おります。また、同匿名組合の累積投

資損失のうち、当社負担分に帰属す

るものは、平成21年11月30日現在148

百万円となっており、固定負債の

「その他」として連結貸借対照表に

計上しております。

　(ロ)匿名組合への出資と会計処理

　　レバレッジド・リースに係る匿名組

合契約に関しては、出資額を連結貸

借対照表の投資有価証券に含めて計

上しており、出資に係る損益は、同組

合が定める計算期間及び当社持分相

当額により、当連結会計年度に属す

る匿名組合投資損益として処理して

おります。また、同匿名組合の累積投

資損失のうち、当社負担分に帰属す

るものは、平成22年11月30日現在54

百万円となっており、固定負債の

「その他」として連結貸借対照表に

計上しております。

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついて、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんの償却については、その効果の

発現する期間にわたって均等償却を行

うこととしております。

　㈱サン・トーア　　　　20年

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

　　該当事項はありません。

【会計処理の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正 ））及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっ

ております。但し、平成20年11月30日以前に契約を行っ

たリース契約につきましては、通常の賃貸借処理に準

じた会計処理によっております。なお、この変更による

損益に与える影響はありません。 

─

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

（連結貸借対照表）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日　内閣府令第50号）が適用になることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

たものは、当連結会計年度から「販売用不動産」「仕掛

販売用不動産」「商品」「貯蔵品」に区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」「商品」「貯蔵

品」は、それぞれ14,658百万円、6,569百万円、

0百万円、0百万円であります。

─
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【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

（たな卸資産の保有目的の変更） 

保有目的の変更によりたな卸資産から1,767百万円を有

形固定資産へ振替えております。

（固定資産の保有目的の変更）

保有目的の変更により有形固定資産から3,676百万円を

たな卸資産へ振替えております。

（固定資産の保有目的の変更）
保有目的の変更により固定資産から664百万円をたな卸
資産へ振替えております。

　

　

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

※ １　担保資産及び担保付債務

 
　 (百万円)

現金及び預金 1,279

販売用不動産 11,556

 仕掛販売用不動産 4,611

建物及び構築物 21,506

信託建物 3,980

土地 25,948

信託土地 3,150

投資有価証券 245

合計 72,278

※ １　担保資産及び担保付債務

 
　 (百万円)

現金及び預金 1,320

販売用不動産 11,629

 仕掛販売用不動産 4,345

建物及び構築物 17,920

信託建物 3,542

土地 23,152

信託土地 2,037

投資有価証券 131

合計 64,078

　　　上記のほか、連結消去されている「その他の関係会社

有価証券」1,394百万円を担保に提供しておりま

す。

　　　上記のほか、連結消去されている「その他の関係会社

有価証券」1,490百万円を担保に提供しておりま

す。

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　 (百万円)

短期借入金 251

１年以内償還予定の社債 1,749
１年以内返済予定の
長期借入金

19,802

社債 2,475

長期借入金 35,805

合計 60,084

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　 (百万円)

短期借入金 4,270

１年以内返済予定の
長期借入金

21,838

長期借入金 24,102

合計 50,211

　２　偶発債務

　　　債務保証

　　　次の債務者について、金融機関からの借入等に対し債

務保証を行っております。

保証先 金額(百万円) 内容

住宅ローン利用者
(２名)

53
借入債務
(注)

計 53 ―

(注)　当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対す

る住宅ローンにつき、債務保証を行っております。

　　　なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産につき

第１順位の抵当権を設定しているため、当社の負

担は抵当権の実行により回収不能額が生じた場合

の当該金額に限定されております。

　２　偶発債務

　　　債務保証

　　　次の債務者について、金融機関からの借入等に対し債

務保証を行っております。

保証先 金額(百万円) 内容

住宅ローン利用者
(２名)

27
借入債務
(注)

計 27 ―

(注)　当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対す

る住宅ローンにつき、債務保証を行っております。

　　　なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産につき

第１順位の抵当権を設定しているため、当社の負

担は抵当権の実行により回収不能額が生じた場合

の当該金額に限定されております。
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前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約及びコミットメン

トライン契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越限度額及び
コミットメントラインの総額

6,500百万円

借入実行残高 5,365百万円

差引額 1,134百万円

 

　３　                  ─

 

　４　財務制限条項

（１）長期借入金5,000百万円について財務制限

条項がついており、当該条項は以下のとおりであ

ります。 

①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成19年11月期の末日における同表の純資産の部の

合計金額の75％以上に維持すること。 

②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期

損益を2期連続（1期目を平成19年11月期（同期を

含む。）以降に到来する各決算期として算出す

る。）で損失としないこと。 

（２）長期借入金450百万円について財務制限条

項がついており、当該条項は以下のとおりであり

ます。 

①連結貸借対照表の純資産の部の合計金額を、

12,360百万円又は平成19年11月期の末日における

同表の純資産の部の合計金額の75％の何れか大き

い金額未満としないこと。 

②連結損益計算書の営業損益又は経常損益を損失

としないこと。

　４　財務制限条項

（１）長期借入金3,792百万円について付されて

いる財務制限条項が主であり、当該条項は以下の

とおりであります。 

①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成22年11月期の末日における同表の純資産の部の

合計金額の75％以上に維持すること。 

②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期

損益を2期連続で損失としないこと。 
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額（百万円）

　　　売上原価　　　　　　　　　　　　　　　　246

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

　　　売上原価　　　　　　　　　　　　　　　　338

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 (百万円)

販売手数料 140

広告宣伝費 85

役員報酬 184

給与手当 260

退職給付費用 11

賞与 43

租税公課 294

貸倒引当金繰入額 18

支払手数料 196

解体費用引当金繰入額 75

減価償却費 100

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 (百万円)

販売手数料 209

広告宣伝費 73

役員報酬 183

給与手当 251

退職給付費用 10

賞与 46

租税公課 193

貸倒引当金繰入額 0

支払手数料 402

減価償却費 81

　 　
※３　固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 460

土地 234

　 694

※３　固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 368

土地 166

　
534
 

　 　
※４　固定資産売却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 401

土地 593

　 994

※４　固定資産売却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 6

土地 581

　 588

　 　
※５　固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

構築物 0

工具器具備品 0

　 0

※５　固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

構築物 5

工具器具備品 0

　 5
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　 前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

※６　

                        ─

 
 

※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産について減損損失を計上しました。

　 主な用途 種類 場所 　

　 賃貸用
不動産

建物及び
福岡市

　

　 土地 　
　 　 　 　 　

当社は、賃貸用不動産については物件ごとに資産
のグルーピングを行っておりますが、営業損益又
はキャッシュ・フローが、継続してマイナスと
なっているか、又は、継続してマイナスとなる見込
みである賃貸用不動産、及び、時価の著しい下落が
見られた賃貸用不動産について帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（152百
万円）として特別損失に計上しております。

① その内訳は下記のとおりでありま
す。 　

　 （減損損失の金額） 　 　

　 種　類 金　額 　

　 建　物 51百万円　

　 土　地 100百万円　

　 計 152百万円　
　 　 　 　 　
② なお、回収可能価額は、不動産鑑定士による鑑
定評価額に基づく正味売却価額により測定してお
ります。
 
※７　その他（特別利益）の内容は下記のとおりであ
　　　ります。 
 

　 　 (百万円)

　 債権受贈益 31

　 貸倒引当金戻入益 13

　 新株予約権戻入益 0

　 　 45
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
(株)

当連結会計年度
増加株式数
(株)

当連結会計年度
減少株式数
(株)

当連結会計年度末
株式数
(株)

　普通株式 133,225 ─ ─ 133,225

合計 133,225 ─ ─ 133,225

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結
会計年度末

ストックオプションとしての新株予約権 ─ ─ ─ ― ─ 1

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
(株)

当連結会計年度
増加株式数
(株)

当連結会計年度
減少株式数
(株)

当連結会計年度末
株式数
(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 133,225 5,029 ― 138,254

合計 133,225 5,029 ─ 138,254

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 ─ ─ ─ ─

合計 ─ ─ ― ─

（変動事由の概要）

　普通株式の発行済株式数の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　新株予約権の行使による増加　　1,500株

　　第三者割当による新株の発行による増加　3,529株
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２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結
会計年度末

ストックオプションとしての新株予約権 ― ― ― ― ― 1

第５回乃至第９回新株予約権 普通株式 ― 32,5001,50031,000 3

(注)１．第５回乃至第９回新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。

    ２．第５回乃至第９回新株予約権の減少は、第５回新株予約権の権利行使によるものであります。

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年2月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 138 1,000平成22年11月30日 平成23年２月28日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成21年11月30日現在)

　 (百万円)

現金及び預金勘定 3,588

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △305

現金及び現金同等物 3,283

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成22年11月30日現在)

　 (百万円)

現金及び預金勘定 4,774

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △365

現金及び現金同等物 4,409

　 　

　

次へ
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始日

以前の所有権移転外のファイナンス・リース取引

１　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始日

以前の所有権移転外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具
(有形固定資産
「その他」)

13 9 5

ソフトウエア
(無形固定資産
「その他」)

126 76 49

合計 139 85 54

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具
(有形固定資産
「その他」)

16 12 4

ソフトウエア
(無形固定資産
「その他」)

126 92 25

合計 142 105 30

 
(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 28百万円

合計 56百万円

 

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 24百万円

１年超 6百万円

合計 31百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　　　　支払リース料 32百万円

　　　　減価償却費相当額 26百万円

　　　　支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　　　　支払リース料 29百万円

　　　　減価償却費相当額 27百万円

　　　　支払利息相当額 1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

 
 

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（減損損失について）

　　　　　　　　　　　同左

 
２　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　　ＥＲＰシステムに関する設備機器（工具器具

　　　　備品）であります。

　　　　無形固定資産

　　　　ＥＲＰシステムに関するソフトウエアであり

　　　　ます。

２　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　　　　　　　　　同左

　②　リース資産の減価償却方法

　　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な

　　　事項「４．会計処理基準に関する事項（２）重

　　　要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載の

　　　とおりであります。

 

　②　リース資産の減価償却方法

　　　　　　　　　　　同左
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(金融商品関係)

当連結会計年度（自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

        当社グループは、主として銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 

　　　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

（２)金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、顧客の信用状況を定期

的に把握するとともに、債権残高を随時把握することを通じてリスクの軽減を図っております。 

  投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であります。このうち上場株式は、市場価格変動リスクに

晒されております。当該リスクについては、定期的に時価を把握することで、リスクの軽減を図っております。 

  長期貸付金は貸付先に対する信用リスクに晒されておりますが、当該リスクについては、回収状況および貸付残

高を定期的に把握することを通じてリスクの軽減を図っております。 

  営業債務である支払手形及び買掛金については１年以内の支払期日であります。短期借入金、１年内返済予定の

長期借入金及び長期借入金については、ほとんどが金利の変動リスクに晒されております。また、当該資金調達に係

る流動性リスクに関しては、定期的に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リ

スクを管理しております。

  建設協力金については賃貸施設に係るものであります。

  デリバティブ取引については資金調達に伴う利息について、金利スワップを行っております。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価等については、前述の連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（６）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

２．金融商品の時価等に関する事項

  平成22年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２参照）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

(1)現金及び預金 4,774 4,774 ─
(2)売掛金 115 115 ─
(3)投資有価証券 45 45 ─
(4)長期貸付金 156 156 0

　資産計 5,090 5,090 0

(1)支払手形及び買掛金 63 63 ─
(2)短期借入金 4,281 4,281 ─
(3)１年内返済予定の長期借入金 21,838 21,838 ─
(4)長期借入金 24,702 24,641 △61
(5)建設協力金 927 927 ─

　負債計 51,811 51,750 △61

デリバティブ取引 △29 △29 ─
（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　 産

（１）現金及び預金、ならびに（２）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。 

（３）投資有価証券 

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 また保有目的ごとの有価証券に関する注記事項

ついては、「有価証券関係」注記をご参照ください。

（４）長期貸付金

　長期貸付金の時価については、元利金の回収見込額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割引い

た現在価値により算定しております。貸倒懸念債権については、見積将来キャッシュフローに基づいて個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結貸借対照表価額から貸倒

見積額を控除した額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

負　債

（１）支払手形及び買掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。 

（２）短期借入金、及び（３）１年内返済予定の長期借入金 
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　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。 

（４）長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価格にほぼ等しいと考

えられることから、当該帳簿価格によっています。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を

行った場合に想定される利率で割引いた現在価値によっております。 

（５）建設協力金

　建設協力金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引」をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額 　 　 　

（百万円） 　 　 　
①非上場株式（※１） 43　 　 　
②投資事業組合出資金（※
１）

261
　 　 　

③預り敷金保証金（※２） 1,638　 　 　
合計 1,942　 　 　

（※１）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、「（３）投資有価証券」には含めておりません。 　

（※２）これらについては、市場価格がなく、かつ、実質的な期間を算定することが

困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることができないため、時

価を記載しておりません。 　
　 　
３．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 　

　
１年以内

１年超５年
以内

５年超10年
以内

１０年超
　

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 　
現金及び預金 4,774 ─ ─ ─ 　
売掛金 115 ─ ─ ─ 　
長期貸付金 ─ 156 ─ ─ 　

合計 4,889 156 ─ ─ 　
　 　 　 　 　 　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　
１年超２年以内

２年超３年
以内

３年超４年
以内

４年超５年
以内

５年超

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

長期借入金 10,9181,947 1,296 1,553 8,986

合計 10,9181,947 1,296 1,553 8,986

　　（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）および「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成21年11月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 ─ ─ ─

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 49 33 △15

合計 49 33 △15

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

57 12 ─

　
３　時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 44

　その他(匿名事業組合及び匿名組合出資金) 376

計 420

　

当連結会計年度(平成22年11月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

取得価額
（百万円）

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 12 0 11

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 32 49 △16

合計 45 49 △4

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

　　該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 43

　その他(匿名事業組合及び匿名組合出資金) 261

計 305
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引及び金利オプション取引

であります。

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変

動リスクを回避する目的で利用しております。

なお、一部のデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　①　ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

　②　ヘッジ方針

デリバティブ取引管理規程に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

　③　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジの有効性は、ヘッジ対象とヘッジ手段についてそれぞれのキャッシュ

・フロー総額の変動額等を比較することにより評価しています。ただし、特例

処理によっているスワップについては、有効性の評価を省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

当社グループが利用している金利スワップ取引及び金利オプション取引は、将

来の市場金利の変動によるリスクを有しております。

なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内

の金融機関に限定されているため、信用リスクはほとんどないものと認識して

おります。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行及び管理については、内部規程に従い、財務課が取締役

会の承認を得て行っております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取

引における名目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデ

リバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。
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２　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

区分 種類

前連結会計年度(平成21年11月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引 　 　 　 　

　受取変動・支払固定 67 52 △2 △2

合計 67 52 △2 △2

（注）　１　時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　　　　２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

当連結会計年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

金利関連 　 　 　 　

区分 種類

当連結会計年度(平成22年11月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引 　 　 　 　

　受取変動・支払固定 52 37 △1 △1

合計 52 37 △1 △1

（注）時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　 　 　 　 　 　
２  　ヘッジが適用されているデリバティブ取引
金利関連 　 　 　 　

ヘッジ
会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度

（平成22年11月30日）

契約金額等 契約金額等のう
ち１年超 時価

（百万円） （百万円） （百万円）

原則的
処理方
法

金利スワップ取引

長期借入金

　 　 　

受取・支払固定 1,270 652 △28

（注）時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時

金制度を設けております。ただし、確定拠出型の制度

である中小企業退職金共済制度に加入しており、同

制度からの支給額を控除した金額を当社グループか

ら退職一時金として支給しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

 

　 　
２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 34百万円

退職給付引当金 34百万円

(注)　当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用

しております。なお、中小企業退職金共済制度から

の支給見込額34百万円を控除した残額を退職給付

債務として認識しております。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 43百万円

退職給付引当金 43百万円

(注)　当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用

しております。なお、中小企業退職金共済制度から

の支給見込額43百万円を控除した残額を退職給付

債務として認識しております。

　 　
３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 16百万円

退職給付費用 16百万円

(注)　勤務費用のうち、当連結会計年度における中小企業

退職金共済制度への拠出額は、６百万円でありま

す。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 15百万円

退職給付費用 15百万円

(注)　勤務費用のうち、当連結会計年度における中小企業

退職金共済制度への拠出額は、６百万円でありま

す。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

  決議年月日 平成18年５月15日 平成19年２月27日

付与対象者の区分及び
数(注２)

当社の取締役１名
当社の従業員７名

当社の従業員17名

ストック・オプション
の数(注１、２)

普通株式170株 普通株式　17株

付与日 平成18年５月15日 平成19年２月27日

権利確定条件

①新株予約権は、発行時に割当を受け

た新株予約権者において、これを行使

することを要する。②新株予約権発行

時において当社又は当社子会社の取締

役及び従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社

又は当社の関係会社の役員又は従業員

であることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合で、当社取締役会が承認

した場合はこの限りではない。

同左

対象勤務期間 定めておりません
自　平成19年２月27日

至　平成21年２月27日

権利行使期間
自 平成20年５月16日
至 平成24年11月22日

自 平成21年２月28日
至 平成24年11月22日

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　当連結会計年度末における数を記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動の状況
当連結会計年度(自平成20年12月１日　至平成21年11月30日)において存在したストック・オプ
ションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。
①　ストック・オプションの数

　

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前(株) 　 　

　前連結会計年度末 ─ 18

　付与 ─ ─

　失効 ─ ─

　権利確定 ─ 18

　未確定残 ─ ─

権利確定後(株) 　 　

　前連結会計年度末 175 ─

　権利確定 ─ 18

　権利行使 ─ ─

　失効 5 1

　未行使残 170 17
(注)　平成19年２月26日に株式１株につき５株の株式分割を行っております。

　

②　単価情報
　

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格(円) 310,000 290,000
権利行使時平均株価
（円）

─ ─

公正な評価単価（付与
日）(円)

― 53,000

（注）１　平成18年に発行したストック・オプションの単価情報は、平成19年２月26日に実施された株式分割の影響を反

映させておりません。なお、株式分割につきましては、株式１株につき５株の分割を行っております。

２　平成19年に発行したストック・オプションの単価情報は、発行後の権利行使価格の調整を反映させておりませ
ん。なお、権利行使価格は調整の結果、288,220円となっております。

　

③　本源的価値情報
　　平成19年 ストック・オプション

　

　 権利行使 未決済残

権利行使価格(円) ─ 290,000

自社株式の評価単価(円) ─ 343,000

本源的価値(円) ─ 53,000

本源的価値合計(円) ─ 1,060,000
(注) １　本源的価値情報は、平成19年に交付したストック・オプションのうち当期末時点で権利未確定のもの(20株)を

対象としております。
２　自社株式の評価単価は、平成18年11月30日時点で評価したものを利用しております。

　

２　ストック・オプションの公正な評価単価の算定方法
当社株式は、付与時点においては非上場株式であり取引相場等は存在していなかったことから、一般
的な企業評価方法であるディスカウント・キャッシュ・フロー方式を採用して企業評価を実施しまし
た。

　

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実数の失効数のみ反映させる方法を
採用しております。
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当連結会計年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

  決議年月日 平成18年５月15日 平成19年２月27日

付与対象者の区分及び
数(注２)

当社の取締役１名
当社の従業員７名

当社の従業員16名

ストック・オプション
の数(注１、２)

普通株式　 170株 普通株式　　16株

付与日 平成18年５月15日 平成19年２月27日

権利確定条件

①新株予約権は、発行時に割当を受け

た新株予約権者において、これを行使

することを要する。②新株予約権発行

時において当社又は当社子会社の取締

役及び従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社

又は当社の関係会社の役員又は従業員

であることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合で、当社取締役会が承認

した場合はこの限りではない。

同左

対象勤務期間 定めておりません
自　平成19年２月27日

至　平成21年２月27日

権利行使期間
自 平成20年５月16日
至 平成24年11月22日

自 平成21年２月28日
至 平成24年11月22日

(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　当連結会計年度末における数を記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動の状況
当連結会計年度(自平成21年12月１日　至平成22年11月30日)において存在したストック・オプ
ションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。
①　ストック・オプションの数

　

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前(株) 　 　

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後(株) 　 　

　前連結会計年度末 170 17

　権利確定 ― ―

　権利行使 ― ―

　失効 ― 1

　未行使残 170 16
(注)　平成19年２月26日に株式１株につき５株の株式分割を行っております。

　

②　単価情報
　

　
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格(円) 310,000 290,000
権利行使時平均株価
（円）

─ ─

公正な評価単価（付与
日）(円)

─ 53,000

(注) １　平成18年に発行したストック・オプションの単価情報は、平成19年２月26日に実施された株式分割の影響を反

映させておりません。なお、株式分割につきましては、株式１株につき５株の分割を行っております。

２　平成18年及び平成19年に発行したストック・オプションの単価情報は、発行後の権利行使価格の調整を反映さ
せておりません。なお、権利行使価格は調整の結果、それぞれ61,134円及び232,917円となっております。

　
　

　

２　ストック・オプションの公正な評価単価の算定方法
当社株式は、付与時点においては非上場株式であり取引相場等は存在していなかったことから、一般
的な企業評価方法であるディスカウント・キャッシュ・フロー方式を採用して企業評価を実施しまし
た。

　

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実数の失効数のみ反映させる方法を
採用しております。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(１)流動資産

繰延税金資産 (百万円)

貸倒引当金 330

未払賞与 10

見積不動産取得税 11

棚卸資産評価損 628

税務上の繰越欠損金 61

その他 34

小計 1,078

評価性引当額 △787

計 290

 （２）固定資産

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(１)流動資産

繰延税金資産 (百万円)

貸倒引当金 2

未払賞与 13

棚卸資産評価損 392

税務上の繰越欠損金 951

その他 6

小計 1,366

評価性引当額 △774

計 591

 

 （２）固定資産

 

　繰延税金資産

貸倒引当金 645

投資有価証券評価損 117

退職給与引当金 14

減損損失 192

その他 65

小計 1,036

評価性引当額 △570

計 465

繰延税金負債と相殺 △42

差引 423

 

　繰延税金資産

投資有価証券評価損 117

関係会社有価証券評価損 128

退職給付引当金 17

減損損失 201

その他 64

小計 530

評価性引当額 △357

計 172

繰延税金負債と相殺 △70

差引 102

 
　繰延税金負債

固定資産等未実現損失消去額 64

子会社の資産及び負債の時価評価
による評価差額

506

計 570

　繰延税金資産と相殺 42

　差引 528

 

　繰延税金負債

固定資産等未実現損失消去額 63

その他有価証券評価差額金 4

子会社の資産及び負債の時価評価
による評価差額

506

計 574

　繰延税金資産と相殺 70

　差引 504

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

交際費等損金に算入されない項目 0.7

住民税均等割 1.0

評価性引当額の増減 △95.7

利子源泉税 1.8

所得税額控除 △1.7

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △52.9
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

交際費等損金に算入されない項目 0.3

住民税均等割 0.5

評価性引当額の増減 △40.3

利子源泉税 0.5

所得税額控除 △0.4

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.5
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(賃貸等不動産関係)

  当連結会計年度（自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日） 

  当社では東京都、大阪府を中心に賃貸用マンション、オフィスビル等（土地を含む）を有しております。平成22年11月期

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,048百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）、売

却損益は△53百万円（売却益は特別利益に、売却損は特別損失に計上）、減損損失は152百万円（特別損失に計上）であり

ます。また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末
の時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 （百万円）

53,258 △8,753 44,504 48,163

（注）１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

　　　２.当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は固定資産の新規取得（476百万円）によるものです。 

         また主な減少額は、不動産売却（5,038百万円）及び保有目的変更による棚卸資産への振替（3,676百万円）に

　　　　 よるものです。 

　    ３.当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した

         金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。 

（追加情報） 

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）及

び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計 基準適用指針第23号　平成20年11月28日）

を適用しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

　
不動産
流動化事業
(百万円)

不動産分譲
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

4,222 6,107 5,235 418 15,984 ─ 15,984

(2) セグメント間の
　　内部売上高
　　又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 4,222 6,107 5,235 418 15,984 ─ 15,984

営業費用 4,163 5,653 2,904 313 13,034 975 14,010

営業利益 59 454 2,331 105 2,949 (975)1,974

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 17,7366,00850,1592,85376,7573,35780,113

減価償却費 58 ─ 839 88 986 51 1,037

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

資本的支出 ─ ─ 4,096 199 4,296 80 4,376

(注) １　事業区分の方法

　　事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な事業

事業区分 主な事業の内容

不動産流動化事業
不動産投資ファンドの組成及び運営・不動産投資ファンド向け
の物件の開発及び売買等

不動産分譲事業
ファミリーマンション・投資マンション・戸建住宅・宅地等の
分譲

不動産賃貸事業
マンション・ビル・商業施設・老人ホーム及び土地等の賃貸及
び運営管理

その他の事業 顧客の宿泊、貸室などを併せたホテルの経営

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は975百万円であり、その主なものは提出会社

の一般管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,357百万円であり、その主なものは提出会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　当連結会計年度より、従来「不動産流動化事業」に区分していた、たな卸資産の一部を保有目的の変更により、

「不動産賃貸事業」の有形固定資産（建物1,427百万円、土地340百万円）に振り替えております。 
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当連結会計年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

　
不動産
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

7,572 4,978 352 12,903 ─ 12,903

(2) セグメント間の
　　内部売上高
　　又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 7,572 4,978 352 12,903 ─ 12,903

営業費用 6,389 2,286 311 8,987 986 9,973

営業利益 1,183 2,691 41 3,916 (986)2,930

Ⅱ　資産、減価償却費、
　  減損損失及び資本的
    支出

　 　 　 　 　 　

資産 18,83043,4712,95765,2594,57469,834

減価償却費 55 791 68 915 44 960

減損損失 ─ 152 ─ 152 ─ 152

資本的支出 ─ 542 7 550 22 572

(注) １　事業区分の方法

　　事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な事業

事業区分 主な事業の内容

不動産事業
不動産投資ファンドの組成及び運営・不動産投資ファンド向け
の物件の開発及び売買等・ファミリーマンション・投資マン
ション・戸建住宅・宅地等の分譲

不動産賃貸事業
マンション・ビル・商業施設・老人ホーム及び土地等の賃貸及
び運営管理

その他の事業 顧客の宿泊、貸室などを併せたホテルの経営

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は986百万円であり、その主なものは提出会社

の一般管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,601百万円であり、その主なものは提出会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　当連結会計年度より、従来「不動産流動化事業」に区分していた、固定資産の一部を保有目的の変更により、

「不動産事業」のたな卸固定資産（建物1,564百万円、土地2,111百万円）に振り替えております。 

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

有価証券報告書

 79/122



　

６　事業区分の変更 

当社グループは、昨今の当社グループを取り巻く環境、とりわけ流動化市況を鑑み、当該流動化事業を大幅に

縮小させております。それに伴い、経営管理の効率化・集約化を目的として組織の変更を行い、従来、「不動産

流動事業」及び「不動産分譲事業」と内部管理区分していた事業を「不動産事業」へと統合しております。

なお、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報については、当連結会計年度の事業区分によった場合の

事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。  

　
不動産
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

10,3305,235 418 15,984 ─ 15,984

(2) セグメント間の
　　内部売上高
　　又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 10,3305,235 418 15,984 ─ 15,984

営業費用 9,817 2,904 313 13,034 975 14,010

営業利益 513 2,331 105 2,949 (975) 1,974

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 22,64350,1592,85376,7573,35780,113

減価償却費 58 839 88 986 51 1,037

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─

資本的支出 ─ 4,096 199 4,296 80 4,376

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)及び当連結会計年度(自　平成21年12月

１日　至　平成22年11月30日)において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がない

ため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)及び当連結会計年度(自　平成21年12月

１日　至　平成22年11月30日)において海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

（追加情報）
　　　　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成
　　　18年　10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
　　　指針第13号　平成18年10月17日）を適用しております。
      この結果、従来の開示対象範囲に対し、重要な追加はありません。

１　関連当事者との取引

（役員及び主要株主等） 　 　 　 　 　 　 　

種類

会社等
の名称
又は氏
名

所在地

資本金
又は出
資金(百
万円)

事業の内容ま
たは職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額(百
万円)

科目
期末残高(百
万円)

役員の近
親者が支
配する会
社

有限会
社剛ビ
ル

大阪府豊
中市

３
有価証券投資
及び保有

(所有)

― 資金の借入 150
短期借入
金

150直接7.13

間接　─

有限会
社エス
ティ
ピー

大阪府豊
中市

３
有価証券投資
及び保有

(所有)

― 資金の借入 150
短期借入
金

150直接　─

間接　―

(注) １．上記取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
　　　　 借入に伴う金利の発生はありません。 
　　　　 返済条件及び利率については、両者協議のうえ決定しております。
　　 ３．有限会社剛ビルは当社役員の近親者が100%支配している会社であります。
     ４．有限会社エスティピーは当社役員の近親者が100%支配している会社であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

１　関連当事者との取引

（役員及び主要株主等） 　 　 　 　 　 　 　

種類

会社等
の名称
又は氏
名

所在地

資本金
又は出
資金(百
万円)

事業の内容ま
たは職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額(百
万円)

科目
期末残高(百
万円)

役員の近
親者が支
配する会
社

有限会
社剛ビ
ル

大阪府豊
中市

３
有価証券投資
及び保有

(所有)

― 資金の借入 180
短期借入
金

300直接6.87

間接　─

有限会
社エス
ティ
ピー

大阪府豊
中市

３
有価証券投資
及び保有

(所有)

― 資金の借入 180
短期借入
金

300直接　─

間接　―

(注) １．上記取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等　　　　 

　　　　 返済条件及び利率については、市場金利を勘案し両者協議のうえ決定しております。
　　 ３．有限会社剛ビルは当社役員の近親者が100%支配している会社であります。
     ４．有限会社エスティピーは当社役員の近親者が100%支配している会社であります。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１株当たり純資産額 98,192円21銭１株当たり純資産額 104,362円09銭

１株当たり当期純利益金額 11,310円23銭
　

１株当たり当期純利益金額 8,232円16銭
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄

化効果がありませんので記載を省略しております。

 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     8,219円72銭

 

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 13,082 14,432

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1 4

　(うち新株予約権)(百万円) (1) (4)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 13,081 14,428

期末の普通株式の数(株) 133,225 138,254

　
(注) ２　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
前連結会計年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 1,506 1,103

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,506 1,103

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　普通株式の期中平均株式数(株) 133,225 133,990

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた当期純利益調整額の主要な内訳
(百万円)

 
 

―

 
 

─

　当期純利益調整額(百万円) ― ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳
　　　　新株予約権(株)

 
 

─

 
 

203

　普通株式増加数(株) ─ 203

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権
平成18年５月15日定時株
主総会決議に基づく新株
予約権
　普通株式　170株
平成19年２月27日定時株
主総会決議に基づく新株
予約権
　普通株式　17株

新株予約権
平成18年５月15日定時株
主総会決議に基づく新株
予約権
　普通株式　 170株
平成19年２月27日定時株
主総会決議に基づく新株
予約権
　普通株式　 16株

　

　

(重要な後発事象）

前連結会計年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率(％) 担保 償還期限

サムティ株式会社
サムティ株式会社
第７回無担保変動利付社債

平成18年
01月31日

742
(45)

─
6ヶ月円
Tibor(%)
+0.15%

―
平成38年
01月23日

サムティ株式会社
サムティ株式会社
第８回無担保変動利付社債

平成18年
03月15日

1,113
(67)

─
6ヶ月円

Tidor(%)+0.15%
―

平成38年
03月13日

サムティ株式会社
サムティ株式会社
第９回無担保社債

平成18年
12月26日

200
(80)

─ 1.89% ―
平成23年
12月26日

サムティ株式会社
サムティ株式会社
第10回無担保変動利付社債

平成18年
１2月27日

1,500
(1,500)

─
6ヶ月円
Tibor(%)
+0.15%

―
平成21年
12月25日

サムティ株式会社
サムティ株式会社
第11回無担保変動利付社債

平成19年
03月30日

668
(56)

─
6ヶ月円
Tibor(%)
+0.15%

―
平成29年
03月31日

合計 ― ―
4,224
(1,749)

─ ― ― ―

(注) 　(　)内書は、１年以内の償還予定額であります。
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 551 4,281 3.35 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 19,856 21,838 3.53 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ― ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

36,849 24,702 2.70平成22年～43年

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

─ ― ─ ─

その他有利子負債 ─ ― ─ ─

合計 57,256 50,822 ─ ―

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

 長期借入金 10,918 1,947 1,296 1,553

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

(自 平成21年12月１日 (自 平成22年３月１日 (自 平成22年６月１日 (自 平成22月９月１日

至　平成22年２月28日) 至　平成22年５月31日) 至　平成22年８月31日) 至　平成22年11月30日)

売上高 (百万円) 1,644 4,091 4,382 2,784

税金等調整前四半
期純利益金額又は
税金等調整前四半
期純損失金額

(百万円) 76 561 682 △200

四半期純利益金額
又は四半期純損失
金額

(百万円) 45 339 781 △63

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 337.94 2,548.28 5,861.82 △470.91
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 1,890

※１
 3,055

未収賃貸料 98 107

販売用不動産 ※１
 3,848

※１
 4,757

仕掛販売用不動産 ※１
 4,892

※１
 4,689

貯蔵品 2 0

前渡金 529 －

前払費用 29 24

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 2,250 3,428

立替金 － 648

繰延税金資産 286 587

その他 2,190 645

貸倒引当金 △1,559 △2,115

流動資産合計 14,458 15,830

固定資産

有形固定資産

建物 23,617 19,698

減価償却累計額 △3,487 △3,705

建物（純額） ※１
 20,130

※１
 15,993

構築物 105 122

減価償却累計額 △51 △62

構築物（純額） ※１
 54

※１
 60

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △1

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 168 171

減価償却累計額 △122 △133

工具、器具及び備品（純額） 45 38

土地 ※１
 19,512

※１
 16,152

有形固定資産合計 39,743 32,245

無形固定資産

電話加入権 1 1

ソフトウエア 66 48

無形固定資産合計 68 50

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 453

※１
 350

関係会社株式 1,172 1,172

その他の関係会社有価証券 ※１
 1,652

※１
 1,409

出資金 ※１
 113 187
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

関係会社出資金 18 18

長期貸付金 10 156

関係会社長期貸付金 1,531 －

長期前払費用 68 39

繰延税金資産 422 124

その他 99 127

貸倒引当金 △845 －

投資その他の資産合計 4,697 3,587

固定資産合計 44,509 35,882

資産合計 58,967 51,713

負債の部

流動負債

支払手形 676 －

買掛金 24 54

短期借入金 ※１
 551

※１
 4,270

1年内償還予定の社債 ※１
 1,749 －

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 10,930

※１
 8,560

未払金 195 126

未払費用 176 183

未払法人税等 － 18

未払消費税等 － 300

前受金 40 24

預り金 41 62

前受賃貸料 204 211

その他 249 27

流動負債合計 14,840 13,840

固定負債

社債 ※１
 2,475 －

長期借入金 ※１
 27,344

※１
 22,515

退職給付引当金 34 43

長期未払金 240 108

預り敷金保証金 1,258 960

金利スワップ負債 21 28

固定負債合計 31,374 23,656

負債合計 46,214 37,496
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,466 4,537

資本剰余金

資本準備金 4,366 4,437

資本剰余金合計 4,366 4,437

利益剰余金

利益準備金 21 21

その他利益剰余金

別途積立金 2,644 2,644

繰越利益剰余金 1,282 2,609

利益剰余金合計 3,947 5,274

株主資本合計 12,780 14,249

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 △9

繰延ヘッジ損益 △19 △28

評価・換算差額等合計 △28 △37

新株予約権 1 4

純資産合計 12,752 14,216

負債純資産合計 58,967 51,713
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

売上高

不動産流動化事業収益 4,307 5,154

不動産分譲事業収益 6,107 1,346

不動産賃貸事業収益 4,062 3,792

その他の収益 52 －

売上高合計 14,530 10,294

売上原価

不動産流動化事業費用 3,958 3,453

不動産分譲事業費用 5,601 1,057

不動産賃貸事業 2,042 1,866

売上原価合計 ※１
 11,602

※１
 6,377

売上総利益 2,928 3,916

販売費及び一般管理費 ※２
 1,580

※２
 1,526

営業利益 1,347 2,390

営業外収益

受取利息 159 ※３
 182

受取配当金 2 2

匿名組合投資利益 252 93

金利スワップ評価益 7 0

違約金収入 200 －

その他 9 37

営業外収益合計 633 316

営業外費用

支払利息 1,203 1,075

社債利息 112 16

その他 158 62

営業外費用合計 1,474 1,154

経常利益 506 1,552

特別利益

前期損益修正益 － 20

固定資産売却益 ※４
 794

※４
 534

投資有価証券売却益 12 －

役員退職慰労引当金戻入額 377 －

保険解約益 24 －

貸倒引当金戻入額 － 344

その他 0 0

特別利益合計 1,210 900
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

特別損失

固定資産売却損 ※５
 1,147

※５
 588

固定資産除却損 － ※６
 2

減損損失 － ※７
 152

関係会社有価証券評価損 － 317

中途解約違約金損失 8 －

貸倒引当金繰入額 413 56

特別損失合計 1,569 1,117

税引前当期純利益 147 1,335

法人税、住民税及び事業税 4 9

過年度法人税等 － 12

過年度未払法人税等戻入額 △562 －

過年度還付法人税等 △27 －

法人税等調整額 △342 △14

法人税等合計 △927 8

当期純利益 1,074 1,327
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【売上原価明細書】

１　不動産流動化事業費用

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　用地取得費 　 431 10.9 ─ ─

Ⅱ　建物建築費 ※１ 423 10.7 ─ ─

Ⅲ　流動化不動産取得費 　 2,959 74.8 3,327 96.4

Ⅳ　その他流動化事業費 　 143 3.6 126 3.6

　　　不動産流動化事業費用 　 3,958 100.0 3,453 100.0

※１　建物建築費はすべて外注費であります。

　２　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

　

２　不動産分譲事業費用

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　用地取得費 　 2,242 40.0 389 36.8

Ⅱ　建物建築費 ※１ 3,229 57.7 667 63.2

Ⅲ　その他分譲不動産事業費 　 130 2.3 ─ ─

　　　分譲不動産売上原価 　 5,601 100.0 1,057 100.0

※１　建物建築費はすべて外注費であります。

　２　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

　

３　不動産賃貸事業費用

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　租税公課 　 267 13.1 282 15.2

Ⅱ　減価償却費 　 732 35.9 681 36.5

Ⅲ　修繕費 　 194 9.5 190 10.2

Ⅳ　管理委託費 ※１ 260 12.7 248 13.3

Ⅴ　地代家賃 　 424 20.8 305 16.3

Ⅵ　その他賃貸事業費 　 163 8.0 157 8.5

　　　賃貸費用 　 2,042 100.0 1,866 100.0

※１　管理委託費はすべて外注費であります。

　２　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,466 4,466

当期変動額

新株の発行 － 71

当期変動額合計 － 71

当期末残高 4,466 4,537

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,366 4,366

当期変動額

新株の発行 － 71

当期変動額合計 － 71

当期末残高 4,366 4,437

資本剰余金合計

前期末残高 4,366 4,366

当期変動額

新株の発行 － 71

当期変動額合計 － 71

当期末残高 4,366 4,437

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 21 21

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 21 21

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,644 2,644

当期変動額

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,644 2,644

繰越利益剰余金

前期末残高 207 1,282

当期変動額

当期純利益 1,074 1,327

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 1,074 1,327

当期末残高 1,282 2,609

利益剰余金合計

前期末残高 2,872 3,947

当期変動額

当期純利益 1,074 1,327
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年11月30日)

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 1,074 1,327

当期末残高 3,947 5,274

株主資本合計

前期末残高 11,705 12,780

当期変動額

新株の発行 － 142

当期純利益 1,074 1,327

当期変動額合計 1,074 1,469

当期末残高 12,780 14,249

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △4 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △0

当期変動額合計 △5 △0

当期末残高 △9 △9

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △21 △19

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 △9

当期変動額合計 2 △9

当期末残高 △19 △28

評価・換算差額等合計

前期末残高 △25 △28

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3 △9

当期変動額合計 △3 △9

当期末残高 △28 △37

新株予約権

前期末残高 0 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 3

当期変動額合計 0 3

当期末残高 1 4

純資産合計

前期末残高 11,681 12,752

当期変動額

新株の発行 － 142

当期純利益 1,074 1,327

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △5

当期変動額合計 1,071 1,463

当期末残高 12,752 14,216
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【継続企業の前提に関する事項】

　前事業年度（自 平成20年12月１日　至　平成21年11月30日）

　該当事項はありません。

　当事業年度（自 平成21年12月１日　至　平成22年11月30日）

　該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 関係会社株式及び関係会社出資金

　　移動平均法による原価法を採用して

おります。

(1) 関係会社株式及び関係会社出資金

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等による時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しておりま

す。

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法によっております。

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

　　個別法による原価法を採用しており

ます。（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

(1) 販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

同左

　 (2) 貯蔵品

　　最終仕入原価法を採用しておりま

す。

(2) 貯蔵品

　　      　   同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

　く）

　　定率法を採用しております。但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については定

額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

(1) 有形固定資産（リース資産を除

　く）

               同左

 

　 　　建物　　　　　　　２～48年

　　構築物　　　　　　３～41年

　　車両運搬具　　　　　　２年

　　工具器具備品　　　２～15年

　
　
　
　

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除

　く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

　く）

同左

　 (3) 長期前払費用

　　定額法を採用しております。

(4) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リー

　　ス取引に係るリース資産　

    　リース期間を耐用年数とし、残

　　存価額を零とする定額法によって

　　おります。

(3) 長期前払費用

同左

(4) リース資産

               同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、自

己都合退職による当事業年度末要支

給額から中小企業退職金共済制度か

らの給付相当額を控除した金額を計

上しております。

(2) 退職給付引当金

同左

　 　
（追加情報）

従来、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を

計上しておりましたが、役員退職慰労

金制度を廃止し、退職慰労金について

支給しないことといたしましたので、

当事業年度末における役員退職慰労引

当金377百万円を取り崩し、特別 利益

の「役員退職慰労引当金戻入額」とし

て計上しております。

　
　

 ７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を行っておりま

　す。なお、金利スワップについて特

　例処理の要件を満たしている場合、

　特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　当事業年度にヘッジ会計を適用し

　たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

　とおりです。

　（ヘッジ手段）　　（ヘッジ対象）

 　金利スワップ　　　借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　デリバティブ取引管理規程に基づ

き、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ有効性は、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段についてそれぞれのキャッ

シュ・フロー総額の変動額等を比較

することにより評価しております。

　　ただし、特例処理によっているス

ワップについては、有効性の評価を

省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。なお、固

定資産に係る控除対象外消費税等

は、長期前払費用として計上し、５年

間で均等償却を行っております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 匿名組合への出資と会計処理

　　匿名組合出資金は個別法によってお

り、当社が出資する匿名組合の損益

のうち当社に帰属する持分相当損益

については、「売上高」に計上する

とともに、「投資有価証券」を加減

する処理を行っております。またレ

バレッジド・リースに係る匿名組合

契約に関しては、出資額を貸借対照

表の投資有価証券に含めて計上して

おり、出資に係る損益は、同組合が定

める計算期間及び当社持分相当額に

より、当期に属する匿名組合投資損

益として処理しております。また、同

匿名組合の累積投資損失のうち、当

社負担分に帰属するものは、平成21

年11月30日現在148百万円となって

おり、固定負債の「長期未払金」と

して貸借対照表に計上しておりま

す。

(2) 匿名組合への出資と会計処理

　　匿名組合出資金は個別法によってお

り、当社が出資する匿名組合の損益

のうち当社に帰属する持分相当損益

については、「売上高」に計上する

とともに、「投資有価証券」を加減

する処理を行っております。またレ

バレッジド・リースに係る匿名組合

契約に関しては、出資額を貸借対照

表の投資有価証券に含めて計上して

おり、出資に係る損益は、同組合が定

める計算期間及び当社持分相当額に

より、当期に属する匿名組合投資損

益として処理しております。また、同

匿名組合の累積投資損失のうち、当

社負担分に帰属するものは、平成22

年11月30日現在54百万円となってお

り、固定負債の「長期未払金」とし

て貸借対照表に計上しております。
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【会計処理の変更】

　

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当事業年度より「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。また、リー

ス資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零として算定する方法によっておりま

す。但し、平成20年11月30日以前に契約を行ったリース

契約につきましては、通常の賃貸借処理に準じた会計

処理によっております。なお、この変更による損益に与

える影響はありません。

─

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

─ (貸借対照表)
前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表
示しておりました「立替金」（前事業年度676百万
円）は、総資産額の1/100を超えたため、当事業年度に
おいては区分掲記することといたしました。

　

【追加情報】

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

（たな卸資産の保有目的の変更）

保有目的の変更によりたな卸資産から1,767百万円を

有形固定資産へ振替えております。

（固定資産の保有目的の変更）

保有目的の変更により有形固定資産から2,249百万円

をたな卸資産へ振替えております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

※　１　担保提供資産及び担保付債務

　 (百万円)

現金及び預金 330

販売用不動産 3,524

仕掛販売用不動産 4,611

建物 19,995

構築物 22

土地 19,443

投資有価証券 245

その他の関係会社有価証券 1,394

出資金 0

合計 49,567

※　１　担保提供資産及び担保付債務

　 (百万円)

現金及び預金 330

販売用不動産 4,730

仕掛販売用不動産 4,345

建物 15,933

構築物 18

土地 16,143

投資有価証券 131

その他の関係会社有価証券 1,409

合計 43,042

　 　
短期借入金 251

１年以内返済予定の
長期借入金

10,830

１年以内償還予定の社債 1,749

社債 2,475

長期借入金 27,029

合計 42,335

　

短期借入金 4,270

１年以内返済予定の
長期借入金

8,560

長期借入金 22,515

合計 35,346
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　 前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

　２　偶発債務

　　　債務保証

　　　次の関係会社等について、金融機関からの借入等に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額(百万円) 内容

㈱サン・トーア 911
借入債務
(注)１

㈲エス・
ロジスティックス

390(注)２

住宅ローン利用者
（２名）

53
借入債務
(注)３

コリーナ和泉合同会
社

4,964
借入債務
(注)４

㈲彦根エス・シー 4,789
借入債務
(注)５

合同会社
SL Department

703
借入債務
(注)６

計 11,812 ―

(注) １　㈱サン・トーアの㈱関西アーバン銀行からの

911百万円の借入金に対して債務保証を行って

おります。

２　㈲エス・ロジスティックスの三菱ＵＦＪリース

㈱からの390百万円の借入金に対して平成17年

7月29日付匿名組合契約書にもとづき、返済の

ための追加出資義務があります。

３　当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対

する住宅ローンにつき、債務保証を行っており

ます。

　　なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産に

つき第１順位の抵当権を設定しているため、当

社の負担は抵当権の実行により回収不能額が

生じた場合の当該金額に限定されております。

４　コリーナ和泉合同会社の㈱三井住友銀行からの

借入金に対して債務保証を行っております。

　　 ５　㈲彦根エス・シーの大正銀行からの1,796百

　　　　 万円の借入金に対してまた関西アーバン銀行

　　　　 からの2,993百万円に対して債務保証を行っ

　　　　 ております。

６　合同会社SL Departmentのオリックス㈱からの

1,407百万円の借入の内、703百万円の借入金に

対して債務保証を行っております。

　２　偶発債務

　　　債務保証

　　　次の関係会社等について、金融機関からの借入等に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額(百万円) 内容

㈱サン・トーア 858
借入債務
(注)１

㈲エス・
ロジスティックス

390(注)２

住宅ローン利用者
（２名）

27
借入債務
(注)３

コリーナ和泉合同会
社

3,792
借入債務
(注)４

㈲彦根エス・シー 4,733
借入債務
(注)５

計 9,801 ―

(注) １　㈱サン・トーアの㈱関西アーバン銀行からの

858百万円の借入金に対して債務保証を行って

おります。

２　㈲エス・ロジスティックスの三菱ＵＦＪリース

㈱からの390百万円の借入金に対して平成17年

7月29日付匿名組合契約書にもとづき、返済の

ための追加出資義務があります。

３　当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対

する住宅ローンにつき、債務保証を行っており

ます。

　　なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産に

つき第１順位の抵当権を設定しているため、当

社の負担は抵当権の実行により回収不能額が

生じた場合の当該金額に限定されております。

４　コリーナ和泉合同会社の㈱三井住友銀行からの

借入金に対して債務保証を行っております。

　　 ５　㈲彦根エス・シーの大正銀行からの1,778百

　　　　 万円の借入金に対してまた関西アーバン銀行

　　　　 からの2,955百万円に対して債務保証を行っ

　　　　 ております。

 
 

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越限度額及び貸出
コミットメントラインの総額

1,500百万円

借入実行残高 401百万円

差引額 1,098百万円

　３　                  ─
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前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

　４　財務制限条項 

（１）長期借入金5,000百万円について財務制限

条項がついており、当該条項は以下のとおりであ

ります。 

①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成19年11月期の末日における同表の純資産の部の

合計金額の75％以上に維持すること。 

②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期

損益を2期連続（1期目を平成19年11月期（同期を

含む。）以降に到来する各決算期として算出す

る。）で損失としないこと。 

（２）長期借入金450百万円について財務制限条

項がついており、当該条項は以下のとおりであり

ます。 

①連結貸借対照表の純資産の部の合計金額を、

12,360百万円又は平成19年11月期の末日における

同表の純資産の部の合計金額の75％の何れか大き

い金額未満としないこと。 

②連結損益計算書の営業損益又は経常損益を損失

としないこと。

　４　財務制限条項 

　    長期借入金3,792百万円について付されている財務

制限条項が主であり、当該条項は以下のとおりで

あります。 

①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成22年11月期の末日における同表の純資産の部の

合計金額の75％以上に維持すること。 

②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期

損益を2期連続で損失としないこと。 
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

　売上原価　　　　　　　　　　　116百万円 

　

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

　売上原価　　　　　　　　　　　　 91百万円 

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 (百万円)

販売手数料 140

広告宣伝費 92

賃貸仲介手数料 169

役員報酬 146

給与手当 199

賞与 35

貸倒引当金繰入額 18

支払手数料 165

退職給付費用 11

解体費用引当金繰入額 75

役員退職慰労引当金繰入額 10

租税公課 201

減価償却費 51

おおよその割合

販売費 32.3%

一般管理費 67.7%

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 (百万円)

販売手数料 209

広告宣伝費 73

賃貸仲介手数料 79

役員報酬 152

給与手当 187

賞与 39

支払手数料 366

退職給付費用 10

租税公課 128

減価償却費 45

おおよその割合

販売費 31.6%

一般管理費 68.3%

※３　　　　　　　　　　─ ※３　営業外収益に含まれております関係会社に対する

ものは、次のとおりであります。 

                                          (百万円)
　　　受取利息 　　　　　　　　　　　　　　　　178
 

※４　固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 560

土地 234

　 794

※４　固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 368

土地 166

　 534

　 　
※５　固定資産売却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

建物 401

土地 746

　 1,147

※５　固定資産売却損の内容は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

建物 6

土地 581

　 588

　 　

　 　

※６　　　　　　　　　　─ ※６　固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

　 (百万円)

構築物 2

　 2
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前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

※７　　　　　　　　　　─

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７　減損損失

当事業年度において、当社グループは以下の資産
について減損損失を計上しました。

　 主な用途 種類 場所 　

　 賃貸用
不動産

建物及び
福岡市

　

　 土地 　
　 　 　 　 　

当社は、賃貸用不動産については物件ごとに資産
のグルーピングを行っておりますが、営業損益又
はキャッシュ・フローが、継続してマイナスと
なっているか、又は、継続してマイナスとなる見込
みである賃貸用不動産、及び、時価の著しい下落が
見られた賃貸用不動産について帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（152百
万円）として特別損失に計上しております。

① その内訳は下記のとおりでありま
す。 　

　 （減損損失の金額） 　 　

　 種　類 金　額 　

　 建　物 51百万円　

　 土　地 100百万円　

　 計 152百万円　
　 　 　 　 　
② なお、回収可能価額は、不動産鑑定士による鑑
定評価額に基づく正味売却価額により測定してお
ります。

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度末までに、取得または保有している自己株式はありません。

　

当事業年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度末までに、取得または保有している自己株式はありません。

　

次へ
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以前の所有権移転外のファイナンス・リース取引

１　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以前の所有権移転外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 10 6 3

工具器具備品 2 2 0

ソフトウェア 126 76 49

合計 139 85 54

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 14 9 4

工具器具備品 2 2 0

ソフトウェア 126 92 26

合計 142 105 31

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 28百万円

合計 56百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 24百万円

１年超 6百万円

合計 31百万円

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 26百万円

支払利息相当額 1百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払利息相当額 1百万円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

(減損損失について)

　　　　　　　　　　　同左

 
２　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　　ＥＲＰシステムに関する設備機器（工具器具

　　　　備品）であります。

　　　　無形固定資産

　　　　ＥＲＰシステムに関するソフトウエアであり

　　　　ます。

２　リース取引開始日が改正リース会計基準適用開始

　日以後の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　　　　　　　　　同左

 
 
 

　②　リース資産の減価償却方法

　　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

　　　法（４）に記載のとおりであります。　

　②　リース資産の減価償却方法

　　　　　　　　　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成21年11月30日) 

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

　

当事業年度(平成22年11付30日)

　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,172百万円　関係会社有価証券

　　　1,409百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

　　　記載しておりません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(１)流動資産

繰延税金資産 (百万円)

　貸倒引当金 330

　未払賞与 10

見積不動産取得税 11

棚卸資産評価損 628

税務上の繰越欠損金 61

その他 32

小計 1,076

評価性引当額 △787

計 286

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(１)流動資産

繰延税金資産 (百万円)

　貸倒引当金 690

　未払賞与 13

棚卸資産評価損 330

税務上の繰越欠損金 10

その他 2

小計 1,047

評価性引当額 △460

計 587

 

　（２）固定資産

繰延税金資産 　

貸倒引当金 645

投資有価証券評価損 117

退職給与引当金 14

減損損失 192

その他 21

小計 992

評価性引当額 △570

計 422

 

　（２）固定資産

繰延税金資産 　

貸倒引当金 0

投資有価証券評価損 117

関係会社有価証券評価損 128

退職給付引当金 17

減損損失 201

その他 21

小計 487

評価性引当額 △357

計 129

 
　 繰延税金負債 　

　 その他 △4

　 小計 △4

　 差引 124

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

交際費等損金に算入されない項目 2.8

住民税均等割 3.1

評価性引当額の増減 △277.6

利子源泉税 7.3

所得税額控除 △7.0

その他 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △229.0
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

交際費等損金に算入されない項目 0.3

住民税均等割 0.3

評価性引当額の増減 △41.0

利子源泉税 0.4

所得税額控除 △0.4

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.5
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１株当たり純資産額 95,717円16銭
　

１株当たり純資産額 102,796円80銭
　

１株当たり当期純利益金額 8,066円66銭
　

１株当たり当期純利益金額 9,904円88銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄

化効果がありませんので記載を省略しております。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     9,889円91銭

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(平成21年11月30日)
当事業年度

(平成22年11月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 12,752 14,216

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1 4

　(うち新株予約権)(百万円) (1) (4)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 12,751 14,212

期末の普通株式の数(株) 133,225 138,254

　
(注) ２　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日)

当事業年度
(自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 1,074 1,327

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,074 1,327

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

　普通株式の期中平均株式数(株) 133,225 138,254

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳
(百万円)

─ ─

　当期純利益調整額(百万円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳
　　　　新株予約権(株)

─ 203

　普通株式増加数(株) ─ 203

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

　新株予約権
平成18年５月15日定時
株主総会決議に基づく
新株予約権
普通株式　170株
新株予約権
平成19年２月27日定時
株主総会決議に基づく
新株予約権
普通株式　17株

　新株予約権
平成18年５月15日定時
株主総会決議に基づく
新株予約権
普通株式　　170株
新株予約権
平成19年２月27日定時
株主総会決議に基づく
新株予約権
普通株式　　16株
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(重要な後発事象)

　

前事業年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券
その他
有価証券

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

㈱大正銀行 82,000 39

㈱紀陽ホールディングス 300,000 32

西日本住宅産業信用保証㈱ 450 4

㈱エスクリ 200 12

計 382,650 88

　

【その他】

　

投資有価証券
その他
有価証券

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

(匿名組合出資金)
オリックス・グリニッジ㈲

─ 131

(投資事業有限責任組合出資金)
北斗第19号投資事業有限責任組合

─ 120

(匿名組合出資金)
合同会社ＫＳアセット

─ 10

計 ─ 261
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 23,617 212
4,131
(51)

19,698 3,705 678 15,993

　構築物 105 21 4 122 62 13 60

　車両運搬具 2 ─ ─ 2 1 0 0

　工具器具備品 168 11 8 171 133 18 38

　土地 19,512 308
3,668
(100)

16,152 ─ ─ 16,152

有形固定資産計 43,406 555
7,812
(152)

36,148 3,903 709 32,245

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 88 ─ ─ 88 39 17 48

　電話加入権 1 ─ ─ 1 0 0 1

無形固定資産計 90 ─ ─ 90 39 17 50

長期前払費用 325 ─ ─ 325 284 28 39

(注) １　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建物 賃貸不動産の取得 167百万円

土地 賃貸不動産の取得 308百万円

　 　 　

２　当期減少の主なものは次のとおりであります。

建物 賃貸不動産の売却 2,469百万円

土地 賃貸不動産の売却 2,569百万円

建物 固定資産からたな卸資産へ保有目的変更 1,250百万円

土地 固定資産からたな卸資産へ保有目的変更 998百万円

　

      ３ なお、当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金（注） 2,404 906 0 1,196 2,115

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、主に合同会社SL Departmentへの貸付金に関するものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】　

①　流動資産

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 ─

預金 　

普通預金 2,614

外貨普通預金 0

通知預金 ─

定期預金 440

小計 3,055

合計 3,055

　
ロ　未収賃貸料

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱天橋立ホテル 64

賃貸物件入居者 43

合計 107

　
未収賃貸料の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
 
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

98 3,990 3,981 107 97.3 9.3

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ　販売用不動産

　

地域別 面積(㎡) 金額(百万円)

大阪府 3,586.21 1,199

兵庫県 8,997.80 480

京都府 6,601.23 1,228

静岡県 23,169.92 1,788

大分県 2,261.72 61

合計 44,616.88 4,757

　
ニ　仕掛販売用不動産

　

地域別 面積(㎡) 金額(百万円)

大阪府 1,634.48 1,266

兵庫県 2,272.98 1,013

東京都 167.25 528

千葉県 254,329.52 130

高知県 243,089.06 1,556

奈良県 5,046.99 195

合計 506,540.28 4,689

　

ホ　貯蔵品

　

品目 金額(百万円)

収入印紙・登記印紙 0

郵便切手 0

合計 0

　

へ　１年以内回収予定の関係会社長期貸付金

　

区分 金額(百万円)

有限会社彦根エス・シー 1,617

コリーナ和泉合同会社 1,500

合同会社ＳＬ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ 310

合計 3,428
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②　流動負債

　

イ　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈲クリーンウィル 11

㈱アイビー設計 10

㈱金山工務店 10

その他 21

合計 54

　
ロ　短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 4,105

㈱みなと銀行 160

商工組合中央金庫 5

合計 4,270

　
ハ　１年以内返済予定の長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱東京スター銀行 1,880

みずほ信託銀行㈱ 1,315

㈱みずほ銀行 1,225

㈱りそな銀行 1,127

㈱紀陽銀行 763

その他 2,248

合計 8,560
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④　固定負債

イ　社債

内訳は１連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　⑤連結附属明細表　社債明細表に記載しております。

　
ロ　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

オリックス㈱ 5,131

㈱りそな銀行 2,248

大阪協栄信用金庫 1,903

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,634

㈱関西アーバン銀行 1,439

その他 10,157

合計 22,515

　
(3) 【その他】

 該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

剰余金の配当の基準日 ５月31日及び11月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
なお、当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。
http://www.samty.co.jp/

株主に対する特典

株主優待制度の概要 
(1) 対象となる株主 
　　毎年11月末現在の株主名簿に記載又は記録された株主を対象といたします。
(2) 優待の内容
　　対象となる株主の保有株式数に応じて以下のとおりといたします。
 
　　所有株式数　　　　優待内容
　　１株　　　　　　　センターホテル東京又はセンターホテル大阪の宿泊割引券
　　　　　　　　　　　（3,000円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２枚 
　　２株以上10株未満　センターホテル東京又はセンターホテル大阪の無料宿泊券２枚 
　　10株以上　　　　　センターホテル東京又はセンターホテル大阪の無料宿泊券２枚
　　　　　　　　　　　天橋立ホテルの宿泊割引券（最大20,000円）　　　　　　１枚
 
（留意事項）
 １．センターホテル東京（東京都中央区）及びセンターホテル大阪（大阪市中央区）は
 　　当社の子会社である株式会社サン・トーアが保有・運営するホテルであります。 
 ２．天橋立ホテル（京都府宮津市）は当社が保有し、阪急阪神第一ホテルグループが運
　　 営する本格的リゾートホテルであります。 
 ３．全ての優待につき、発送時期は毎年２月とさせていただきます。 
 ４．全ての優待につき、有効期限は発送翌年の２月末とさせていただきます。 
 ５．全ての優待につき、他の割引券等との併用はできません。 
 ６．盗難・紛失等の場合には、再発行をいたしません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 (１)有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

平成22年２月26日　近畿財務局長に提出。

 (２)内部統制報告書

平成22年２月26日　近畿財務局長に提出。

 (３)四半期報告書、四半期報告書の確認書

第29期第１四半期（自　平成22年12月１日　至　平成22年２月28日）平成22年４月14日　近畿財務局長に

提出。

第29期第２四半期（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）平成22年７月15日　近畿財務局長に

提出。

第29期第３四半期（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）平成22年10月15日　近畿財務局長に

提出。

 (４)有価証券報告書の訂正報告書、有価証券報告書の訂正報告書の確認書

平成22年３月30日　近畿財務局長に提出。

平成22年２月26日提出の第28期（自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日）有価証券報告書に係る

訂正報告書であります。

 (５)四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

平成22年４月28日　近畿財務局長に提出。

平成22年４月14日提出の第29期第１四半期（自　平成22年12月１日　至　平成22年２月28日）四半期報告

書に係る訂正報告書であります。

 (６)有価証券届出書（第三者割当による新株予約権証券発行）

平成22年６月15日　近畿財務局長に提出。

 (７)有価証券届出書の訂正届出書

平成22年６月21日　近畿財務局長に提出。

平成22年６月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　
　

　
平成22年２月22日

　
サムティ株式会社

取締役会　御中

　
監査法人だいち 　

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　星　　野　　　　　誠　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　　田　　直　　隆　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているサムティ株式会社の平成20年12月1日から平成21年11月30日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、サムティ株式会社及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サムティ株式会社

の平成21年11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、サムティ株式会社が平成21年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　
　

　
平成23年２月21日

　
サムティ株式会社

取締役会　御中

　
監査法人だいち 　

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　星　　野　　　　　誠　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　　田　　直　　隆　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているサムティ株式会社の平成21年12月1日から平成22年11月30日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、サムティ株式会社及び連結子会社の平成22年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サムティ株式会社

の平成22年11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、サムティ株式会社が平成22年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　
　

　
平成22年２月22日

　
サムティ株式会社

取締役会　御中

　
監査法人だいち 　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　星　　野　　　　　誠　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　　田　　直　　隆　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているサムティ株式会社の平成20年12月1日から平成21年11月30日までの第28期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サムティ株式会社の平成21年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　
　

　
平成23年２月21日

　
サムティ株式会社

取締役会　御中

　
監査法人だいち 　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　星　　野　　　　　誠　　㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　　田　　直　　隆　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているサムティ株式会社の平成21年12月1日から平成22年11月30日までの第29期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、サムティ株式会社の平成22年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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